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本稿について 

近年、全国各地において激甚な⽔害が毎年のように発⽣しており、仁淀川⽔系においても平成
26 年に⽀川の⽇下川、宇治川で⼤きな被害が出ている。これは気候変動の影響とも⾔われてお
り、実際に温室効果ガスの濃度と豪⾬の発⽣頻度は年々増加している。産業⾰命前と⽐較して世
界平均気温の上昇を 2℃に抑えることを⽬的にパリ協定が締結され、温室効果ガスの排出抑制策
が世界的に進められているものの、仮に 2℃上昇に抑制できたとしても、今後 20〜30 年は豪⾬の
更なる増加傾向は続くと⾒込まれている。 

このような背景を踏まえ、これまでの「⽔防災意識社会」を再構築する取組をさらに⼀歩進めて、
あらゆる関係者が流域全体で⾏う持続可能な「流域治⽔」へと転換を図ることとされた（令和 2 年
7 ⽉ 国⼟交通省 社会資本整備審議会）。これを機に全国の河川で「流域治⽔協議会」（以
下、「本協議会」という）が設⽴され、流域治⽔の検討が開始された。 

迫り来る気候変動の脅威に備え、「何としても住⺠の⽣命を守る」という観点から、沿川の全市町
村⻑をはじめとする関係者が⼀堂に会する本協議会において、令和 2 年 8 ⽉より全 8 回にわたる
議論を重ね、⽔害による犠牲者ゼロを達成するために、従来型治⽔から流域治⽔へと転換し、流域
内の全ての主体が取り組んでいくことを確認した。本協議会においては、気候変動により洪⽔流量が
現状より 2 割増えるとされる 2040 年頃までに犠牲者ゼロとするために必要となる対策を抽出し、仁
淀川⽔系において取り組むべき流域治⽔の推進⽅針をとりまとめた。この流域治⽔の取組は緒に就
いたばかりであることから、氾濫域毎の被害形態の分析とそれに基づく各対策の組合せの検討等を
今後も引き続き実施した上で、氾濫域毎の対策を効果的・効率的に加速させていくこととした。そし
て、気候変動の動向を⾒極めつつ、各対策の効果と進捗に応じて、柔軟な対応をとっていくこととし
た。 

また、仁淀川⽔系については、平成 28 年度から「⽔防災意識社会 再構築ビジョン」に基づいた
対策を進めてきたところであり、これについても並⾏して引き続き取り組んでいく。 

なお、本稿では「仁淀川⽔系流域治⽔協議会」において検討が開始された令和 2 年 8 ⽉以降
の取組を記載している。 

   
図 1-1 流域治⽔の概念 
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Ⅰ 気候変動による洪⽔流量増⼤の⾒通しと基本的な⽅向性 
近年、全国各地において激甚な⽔害が毎年のように発⽣しており、仁淀川⽔系においても平成

26 年 8 ⽉台⾵ 12 号により、下流域を中⼼にいの町、⽇⾼村等で⼤規模な家屋被害が発⽣し
た。仁淀川下流域では河⼝近くまで⼭地が迫り、仁淀川本川及び東⻄から合流する⽀川沿いに主
要な市街地が形成されている。仁淀川の⽀川は勾配が緩いことから、本川⽔位の影響を受けやすく、
⽔害が発⽣しやすいという地形的特徴がある。さらに、仁淀川本川と⽀川の合流部付近の地盤と⽐
較して、⽀川の中・上流部付近の地盤が低い「低奥型」の地形を有していることから、ひとたび氾濫す
ると、浸⽔深が深く、また⽔がはけにくいため⻑期間浸⽔が続くおそれがある。 

 
図 1-2 仁淀川流域図 

 

 
 

図 1-3 波介川断⾯図 
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図 1-4 ⽇下川断⾯図（左）、宇治川断⾯図（右） 

 

  
図 1-5 平成 26 年 8 ⽉台⾵ 12 号による⽀川の氾濫 

（左図︓宇治川の氾濫（いの町） 右図︓⽇下川の氾濫（⽇⾼村）） 
 

このような仁淀川の⽔害特性に加え、近年の豪⾬災害は気候変動によるものと推察されており、
仁淀川⽔系においても降⾬量の増加により将来の治⽔安全度が低下することが懸念されている。仁
淀川本川の伊野地点上流域における流域平均⾬量をみてみると、500mm（48 時間）を超える
⾬量の発⽣回数は 1911 年から 2020 年までの 110 年間において 7 回発⽣しているが、そのうち
の 3 回は直近の約 20 年間（1999 年以降）に集中している。 
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図 1-6 過去の仁淀川⽔系の洪⽔ 

 
また、「気候変動を踏まえた治⽔計画のあり⽅ 提⾔」（令和元年 10 ⽉公表、令和 3 年 4 ⽉

改訂 国⼟交通省 気候変動を踏まえた治⽔計画に係る技術検討会）によると、全国の⼀級⽔
系において治⽔計画の⽬標規模（年超過確率 1/100）としている洪⽔について、21 世紀末に
2℃上昇相当のシナリオでは現在と⽐較して、2040 年頃には洪⽔をもたらす降⾬量は約 1.1 倍、
洪⽔流量は約 1.2 倍、洪⽔発⽣頻度は約 2 倍に増加すると分析されている。さらに、「気候変動
を踏まえた海岸保全のあり⽅ 提⾔」（令和 2 年 7 ⽉ 国⼟交通省 気候変動を踏まえた海岸保
全のあり⽅検討委員会）によると、21 世紀末に 2℃上昇相当のシナリオでは、中⼼低気圧が極端
に低い台⾵の発⽣頻度が増加し、平均潮位が 0.29-0.59m 上昇すると分析されている。そして、
それに伴い砂浜が約６割消失するおそれがあるという研究例も紹介されている。 

仁淀川⽔系においてもこのような全国平均的な降⾬量の増加がもたらされると仮定した場合、気
候変動による洪⽔流量 2 割増に対し、治⽔安全度を現状よりも下げないためには、仁淀川本川の
洪⽔処理能⼒も 2040 年頃までに現状の 2 割増にすることが必要となる。洪⽔処理能⼒の向上
速度よりも、気候変動による洪⽔規模増⼤の速度の⽅が⼤きくなり、治⽔安全度は相対的に落ち
ていくという事態に陥るおそれがある。 

ここで、現状の仁淀川本川の整備率をみてみると、河川整備計画で⽬標とする洪⽔規模に対し
ておよそ 90％となっている。なお、整備率は、｛ 直轄区間の各区間の流下能⼒ ÷ その区間が
受け持つ⽬標流量 ｝を全区間で平均したものとして計算している。仁淀川本川の整備率は
1989 年に約 80％、2020 年に約 90％と推移しており、約 10％向上させるのに約 30 年間を要
している。 
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つまり、1989 年時点で⽬標洪⽔と整備率とのギャップは約 20％だったのに対し、現在は約 10％
まで縮めてきた。「防災・減災、国⼟強靱化のための 5 か年加速化対策」等により整備速度を加速
化し、2040 年頃には現在の⽬標洪⽔まで対応できる整備が完了すると仮定しても、⽬標洪⽔は
気候変動の影響で洪⽔流量が 2 割増となることから、⽬標洪⽔と整備率のギャップは実質的に約
20％となり、現状より後退してしまうことから、潜在的な被害が増加してしまう。 

このギャップを埋めるため、従来型治⽔からの転換を図り、仁淀川⽔系の流域で活動するあらゆる
者・組織が積極的に⼒を結集して、治⽔に寄与する取組を計画的に実施する「流域治⽔」を推進
していくこととする。本協議会においては、「何としても住⺠の⽣命を守る」ために、従来型治⽔に氾濫
量軽減の観点も追加した「氾濫を減らす」対策、氾濫することを前提とし、⽔害に「備えて住む」対策、
氾濫する前に「安全に逃げる」対策という、３⽅策のそれぞれについて考え得る対策について検討し、
仁淀川⽔系における流域治⽔の推進⽅針としてとりまとめた。 

 

 
図 1-7 気候変動による洪⽔流量の増⼤に対応するための流域治⽔への転換 
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図 1-8 流域治⽔の 3 ⽅策 
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Ⅱ 流域治⽔を推進するための３⽅策 

１．氾濫を減らす 

１－１．本川の洪⽔処理能⼒向上の加速策 
 
洪⽔処理能⼒の向上策は、河道の整備が中⼼であり、河道掘削、樹⽊伐採、堤防嵩上げ、引

堤等の対策が考えられる。今後、整備速度を加速させるためにも、より⼀層の効率化が求められる。
例えば、恒常的な⼟砂堆積を抑制する対策を講じることで維持管理費⽤を軽減し、洪⽔処理能
⼒の向上策へと予算を回すことができるようにする等の技術的⼯夫が考えられる。 

河道整備に加えて、洪⽔調節施設の増強も対象となる。洪⽔調節施設については、新設、既存
施設の機能向上、既存施設の操作ルール変更による実質的な効果増加等の対策が考えられる。
既存施設の機能向上としては、連続して豪⾬が発⽣した場合でも短時間で⽔位を下げることができ
るよう、⼤渡ダムのダム湖周辺の地滑り対策⼯事を実施することも考えられる。また、⼤渡ダム放流
時における課題（振動、臭い、濁⽔等）が指摘されていることから、さらなる改善に取り組んでいく。
なお、ダムの利⽔容量を事前放流することにより、治⽔に有効活⽤する取組は、既に令和 2 年度よ
り開始されている。加えて、本川・⽀川に隣接した低地帯を洪⽔調節施設として活⽤していくこと等
も検討する。 

令和 3 年 12 ⽉に開催された仁淀川流域学識者会議において、「これまでの流域治⽔の議論を
踏まえ、気候変動に対応するため治⽔計画の検討を開始する」とされたことから、洪⽔処理能⼒の
向上策についての本格的な検討が令和 4 年度から始まることとなる。今後、考え得る対策を洗い出
し、費⽤対効果、実施にあたって必要となる調整の難易度、⼯期等を総合的に考慮して、その最適
なバランスを検討する。 

河川整備計画で定められた河川での洪⽔処理能⼒の⽬標は、⼋⽥堰上流では 11,000 ㎥/s、
下流では 12,900 ㎥/s とされている。⼋⽥堰の流下能⼒が下流の⽬標である 12,900 ㎥/s に満
たないことから、上流の洪⽔処理能⼒のさらなる向上にあたっては⼋⽥堰の改築が必須になるものと
考えられる。改築する際には、利⽔機能を確実に保持することはもちろんのこと、⼋⽥堰がもたらして
いる豊かな⾃然環境や景観を損なわずに洪⽔処理能⼒を⾼める技術的な⼯夫が必要である。 

⼋⽥堰以外の箇所についても、仁淀川は本川・⽀川ともに「奇跡の清流」と称されるほどの⽔質の
良さ、豊かな⽣物、活発な利⽤と、流域に多⼤なる恵みをもたらしていることから、治⽔対策によって
その河川環境を損なうことなく、むしろ豊かになるように、総合的な整備を進めていく。 

 



8 

 

【対策の⽅向性】 
 ダムの新規整備、既存ダムの機能向上により、洪⽔貯留能⼒を向上させる。 
 ダムの操作ルールの⾒直しにより、洪⽔貯留能⼒を向上させる。 
 ダム利⽔容量の有効活⽤により、洪⽔貯留能⼒を向上させる。 
 河道内または河道外に遊⽔池を新規に整備することにより、洪⽔貯留能⼒を向上させる。 
 堤防の新規建設、既存堤防の嵩上げにより、河道の流下能⼒を向上させる。 
 引堤（堤防をまち側へと移動させること）により、河道の流下能⼒を向上させる。 
 洪⽔流下の⽀障となっている河道内構造物の改築により、河道の流下能⼒を向上させる。 
 河道掘削により、河道の流下能⼒を向上させる。 
 河道内の樹⽊伐採により、河道の流下能⼒を向上させる。 
 
【令和３年度までに実施した取組】 
 ダム利⽔容量の事前放流のための協定締結 
 堤防の新規建設（河⼝より左岸 13.0-14.0km 付近） 
 河道掘削（河⼝より 0.5-1.0km 付近、2.5-3.0km 付近） 
 河道内の樹⽊伐採（河⼝より 2.0-3.0km 付近、10.0km 付近） 

 
【当⾯の取組】 
 洪⽔流下能⼒の低い箇所の抽出と解消に向けた検討をする。その際には、現在有する環境機

能・景観を保持しつつ、洪⽔時の流下能⼒を向上させる⽅法を検討する。 
 洪⽔貯留能⼒を向上させるための具体的な⽅法を検討する。 
 堤防の新規建設を実施する（河⼝より左岸 13.0-14.0km 付近）。 
 堤防⾼が不⾜している区間を解消する（河⼝より左岸 12.0km 付近）。 
 河道掘削を実施する（河⼝より 0.0-4.0km 付近）。 
 ⼤渡ダム放流における振動対策、臭い対策、濁⽔対策を引き続き実施するとともに、洪⽔調節

容量確保のための貯⽔位の降下速度を上げるため、貯⽔池のり⾯対策⼯を実施する。 
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図 2-1-1 河川整備計画における仁淀川本川河道の流下能⼒⽬標 

 
 
 

図 2-1-2 良好な⽔際環境の整備 
 

 
図 2-1-3 令和 3 年度までに実施した取組（⾼知河川国道事務所） 

 

水際部の整備の実施にあたっては、魚類、底生動物や抽水植物等の生息・生育・

繁殖環境に配慮した良好な環境が形成できるように配慮する。 

特に、低水護岸等の整備にあたっては、平水時における水際のエコトーンの形成

を目指す。 
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図 2-1-4 当⾯の取組（⾼知河川国道事務所） 

 

図 2-1-5 遊⽔池の新規整備          図 2-1-6 河道掘削 
 

 
図 2-1-7 ⼤渡ダム放流における（振動、臭い、濁⽔）の対策 
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図 2-1-8 貯⽔位の降下速度を上げるための貯⽔池のり⾯対策⼯の実施（⼤渡ダム） 

 
 
  

●近年の気候変動により、治水の計画規模や河川・ダム
の施設能力を上回る洪水が発生。

●近年は集中豪雨の発生頻度も増加。

●仁淀川水系６ダムでは、洪水調節機能の強化に向け「仁淀川水系治水協定」を令和２年５月に締結
●大渡ダムでは事前放流により利水容量を洪水調節に活用することとしている。

●大渡ダム貯水池周辺には地すべり地形が多く存在し
ており、貯水池のり面対策工を順次施工中。

●地すべりを発生させないため、放流時には貯水位降
下速度に制限を設けている。

◎事前放流を迅速で確実に実施するためには、貯水位
降下速度のスピードアップが必要。

◎そのためには、貯水池のり面対策工の実施を加速さ
せる必要がある。
なお、対策工の実施にあたってはダム湖の環境整備
にも配慮が必要である。

堆砂容量

洪⽔貯留準備⽔位 EL.188.5m

利⽔容量

洪⽔調節容量

洪⽔時最⾼⽔位 EL.214.0m

予備放流

事前放流
⼤
渡
ダ
ム 事前放流⽔位 EL.174.0m

事前放流の実施と大渡ダムでの課題
0

1

2

3

4

5

S53～H9 H10～H30

四国の集中豪雨（時間雨量75mm以上）発生回数

平均４．２回／年

平均２．７回／年

約１．５倍
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１－２．本川の破堤対策 
 
気候変動の影響により治⽔安全度が相対的に低下するおそれもあることから、洪⽔処理能⼒の

向上策とのバランスを考慮しつつ、⽐較的早期に実施できる破堤対策を並⾏して進めていくことが必
要である。具体的には、破堤の 3 要因である越⽔、浸透、侵⾷について、仁淀川本川の弱部を抽
出し、⼯法について技術的に検討した上で、対策を進めていく。これにより破堤するまでの時間を稼ぐ
とともに、氾濫量を軽減する。 

また、耐震化が完了していない施設類についての対策を完了させる。 
河⼝と周辺海岸については、気候変動により強まるとされる海岸侵⾷への対応のため、河⼝及び

海岸の侵⾷対策を着実に実施していく。その際には、上流ダム群との連携、河道掘削で⽣じる⼟砂
運搬、⼟砂が堆積しにくい河道形状等による総合的な⼟砂管理を推進することで、侵⾷対策の⼀
環として効率的に河⼝部と海岸の砂浜の回復・保全を進めていく。 

 
【具体的な対策の例】 
 越⽔に対して堤防を粘り強くする。 
 浸透に対して堤防を粘り強くする。 
 侵⾷に対して堤防を粘り強くする。 
 河⼝部及び海岸の侵⾷対策を実施することにより、⾼潮・越波による浸⽔被害を防ぐ。 
 総合的な⼟砂管理を推進することにより、効率的に海岸の砂浜の回復・保全を進める。 

 
【令和３年度までに実施した取組】 
 ⾼知海岸⼾原⼯区の海岸侵⾷対策（⼾原５号、６号突堤の延伸） 
 河道掘削による⼟砂を活⽤した海岸養浜 

 
【当⾯の取組】 
 越⽔対策、浸透対策、侵⾷対策を優先して実施すべき区間と⼯法を検討し、対策を進める。 
 ⽔衝部となっている河⼝より右岸 4.5km 付近のほか、技術的検討の上、対策が必要と考えら

れる箇所について⾼⽔敷造成等の侵⾷対策を進める。 
 ⾼知海岸⼾原⼯区において、⼾原 5 号、6 号突堤の早期延伸（150ｍ化）を進める。 
 河道掘削による⼟砂を活⽤し海岸を養浜する。 
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図 2-1-9 当⾯の取組（⾼知河川国道事務所） 

 

 
図 2-1-10 河川堤防の越⽔対策の⼯法例 

 
 

 
 
 
 
 

図 2-1-11 河川堤防の浸透対策⼯法例   図 2-1-12 河川堤防の侵⾷対策⼯法例 
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図 2-1-13 仁淀川本川の侵⾷対策の推進  
 

 
図 2-1-14 海岸保全施設の整備（⾼知海岸） 
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図 2-1-15 ⼾原６号突堤の延伸作業状況       図 2-1-16 ⾼潮・越波による浸⽔ 
被害防⽌のイメージ 

 

 

図 2-1-17 河道掘削による⼟砂を活⽤した海岸養浜 
 
 

⼾原 5 号突堤 

⼾原 6 号突堤 

養浜実施前 

養浜実施後 

戸原工区 
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図 2-1-18 仁淀川における洪⽔処理能⼒向上策と破堤対策 
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１－３．集⽔域における⾬⽔・⼟砂流出対策 
 
地域の治⽔安全度を向上させるためには、流域全体で⾬⽔や流⽔等を貯留する対策や洪⽔を

流下させる対策、氾濫⽔を制御する対策をそれぞれ充実させるとともに、効果的に組み合わせていく
必要がある。 

また、気候変動により降⾬量が増加し、⼭の崩壊・⼟⽯流といった現象が⼤規模化・多発化する
ことが想定されている。⼟砂流出や流⽊による洪⽔時の⽔位変化を抑制し、洪⽔処理能⼒を阻害
させないことが求められる。戦後最⼤流量と同等規模を観測した昭和 50 年台⾵５号災害では、仁
淀川流域全域で⼭の崩壊・⼟⽯流が発⽣し、⽀川勝賀瀬川の下流では上流からの流出⼟砂に起
因する⼟砂・洪⽔氾濫が発⽣した。そのため、河川災害復旧関連事業のみならず、⼟砂流出抑制
のために緊急砂防事業などの砂防関係事業が合わせて実施された。 

そうした状況を踏まえ、河川管理者や下⽔道管理者のみならず、集⽔域において国⼟保全等の
観点から実施されてきた対策と連携を深め、⾬⽔流出抑制機能や⼟砂流出抑制機能の向上、保
全も考慮に⼊れた、効果的な施設整備を推進することが必要である。 

⾬⽔・⼟砂の流出を抑制するためには、中⼭間地の農地保全や⽔⽥の貯留機能を活⽤すること
による⾬⽔流出の抑制、砂防堰堤の整備による⼟砂流出の抑制、間伐・植林・⾷害防⽌等による
森林の⾬⽔・⼟砂流出抑制機能の向上、保全等が考えられる。さらに、まちづくりにおいても、新規
開発等により⼟壌への⾬⽔浸透機能が失われる場合に、その減少分に相当する浸透ますや貯留施
設を設置することを推奨することが考えられる。積極的に貯留機能を確保するために、運動場やプー
ル等を貯留施設として活⽤することも考えられる。 

集⽔域における対策については、⾏政のみならず NGO・⺠間会社・住⺠等の団体によっても既に
実施されており、これらの団体による取組を⾏政からの後押しによりさらに推進することも有効である。 
 
【対策の⽅向性】 
 新規の⼟地開発時における⼟壌への⾬⽔浸透機能が損なわれる場合に、その減少分を補うよ

う、浸透ますや貯留施設を設置することを推奨することにより、⾬⽔流出を抑制する。 
 中⼭間地の農地を保全し⽔⽥の貯留機能を活⽤することにより、⾬⽔流出を抑制する。 
 砂防関係施設の整備により、⼟砂流出を抑制する。 
 森林の間伐・植林・⾷害防⽌等により、⾬⽔・⼟砂流出を抑制する。 
 NGO 等による集⽔域での取組を⾏政からの後押しによりさらに促進することにより、⾬⽔・⼟砂

流出を抑制する。 
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【令和３年度までに実施した取組】 
 ⽇⾼村において、新規の⼟地開発による貯留浸透機能の減少分を補うよう、貯留浸透施設の

設置を村⻑が助⾔・勧告するとともに、上流域における積極的な貯留浸透施設の設置を推奨
するための「⽇⾼村⽔害に強いまちづくり条例」の制定、技術的基準の検討 

 ⽇⾼村浸⽔想定区域内で条例施⾏前に予定されている宅地開発に対して、技術的助⾔の
実施 

 波介川流域の浸⽔被害が頻発している地区において、農地整備とあわせた遊⽔池・⽥んぼダム
等整備に関する技術的検討を実施 

 中⼭間地の農地の保全（多⾯的機能⽀払の活動、中⼭間地域等直接⽀払の活動） 
 集⽔域における森林整備・保全 
 砂防関係施設の整備・改築（砂防︓フドウ滝⾕川地区ほか５箇所、急傾斜︓本村地区ほ

か２６箇所、地すべり︓⻑者地区ほか５箇所） 
 NGO 等による集⽔域での活動の確認 

 
【当⾯の取組】 
 各取組の相互調整を図るため、流域の状況をモニタリングするとともに、⾬⽔流出抑制機能や

⼟砂流出抑制機能を定量的に経年評価する⽅法を検討する。また、それぞれの機能が保全さ
れて治⽔効果が発揮されるよう技術的⼯夫を検討する。 

 保育園及び学校のプールを貯⽔池として活⽤について実施の可否も含め検討する。 
 ⾬⽔貯留施設、調整池、⽥んぼダムの整備について実施の可否も含め検討する。 
 中⼭間地の農地の保全（多⾯的機能⽀払の活動、中⼭間地域等直接⽀払の活動）を進

める。 
 森林の有する⼟砂流出防備機能や⽔源涵養機能等の保⽔⼒の維持増進にも資するよう、適

切な森林の整備・保全を進める。 
 砂防関係施設の整備や改築により、⼟砂や流⽊の流出を抑⽌・抑制する（砂防︓フドウ滝⾕

川地区ほか５箇所、急傾斜︓本村地区ほか２５箇所、地すべり︓⻑者地区ほか５箇所）。 
 NGO 等による集⽔域での取組を事前告知・事後報告したポータルサイトを⾏政がとりまとめ、流

域治⽔への寄与を解説することにより、NGO 等による集⽔域での取組を促進する。 
 部会において NGO 等による集⽔域での取組を促進するための⽅法について話し合う。 
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表 2-1-1 ⾬⽔貯留浸透施設の推奨 

  
 

図 2-1-19 いの町による⾬⽔貯留施設（呑呑⾬⽔貯留施設） 
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図 2-1-20 治⼭事業の例（出典︓治⼭のしおり 〜国⼟強靭化に向けて〜） 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

   

図 2-1-21 昭和 50 年 8 ⽉台⾵ 5 号による⼟砂洪⽔氾濫被害状況 
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図 2-1-22 森林整備の例（出典︓森林・林業・⽊材産業の現状と課題（2020 年 8 ⽉）） 
 

 
図 2-1-23 仁淀川流域で実施している砂防関係事業（⾼知県） 
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表 2-1-2 集⽔域での取組を実施している団体 

 
 

 
図 2-1-24 集⽔域での取組を実施している組織の例（仁淀川清流保全推進協議会） 
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図 2-1-25 集⽔域での取組を実施している組織、NPO 法⼈の例 

 

 
図 2-1-26 集⽔域での取組を実施している企業の例 

（⾼知県清流保全パートナーズ協定事業） 
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図 2-1-27 集⽔域での取組を実施している企業の例 

 

 

 
図 2-1-28 NPO と連携した森林保全の例 
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図 2-1-29 集⽔域での取組に向けた活動資⾦の例 

 

 
図 2-1-30 仁淀川流域における森林整備の⽬標設定（⾼知県産業振興計画） 
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図 2-1-31 集⽔域での取組を実施している企業の例（協働の森づくり事業） 
 

 
図 2-1-32 仁淀川流域における森林整備（いの町） 
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図 2-1-33 環境整備・地域づくり活動（⽇⾼村） 

 

 
図 2-1-34 森林の整備・保全に取り組む NGO の例（⽊の駅ひだか（⽇⾼村）） 
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図 2-1-35 森林の整備・保全に向けた取組 

 

 
図 2-1-36 農地の整備・保全に向けた取組（農地の多⾯的機能の発揮） 
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図 2-1-37 ⽔⽥貯留の例（写真︓新潟県 HP ⽥んぼダム写真より） 

 

 
図 2-1-38 農地の多⾯的機能の維持・発揮に向けた制度（多⾯的機能⽀払交付⾦） 
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図 2-1-39 中⼭間地の農地の保全に向けた制度（中⼭間地域等直接⽀払交付⾦ 
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２．備えて住む 

２－１．氾濫域における居住の安全を確保する 
 
「氾濫を減らす」対策を実施したとしても、気候変動の速度を考慮すると、洪⽔処理能⼒を上回

る洪⽔が発⽣する確率は年々⾼まっていくおそれがある。そこで、氾濫することを前提として、⽔害に
備えて住み⽅を変えていくことが必要となる。 

まず、住⺠の⽣命を守るためには、被害を受けるおそれのある住⺠が普段居る場所を安全な地域
へと移すことが最も効果的である。その第⼀歩として、仁淀川本川氾濫時に各地域でどのような被害
が発⽣するのかという情報をわかりやすく提供していくこととする。その情報に基づいて、⽔害危険度の
⾼い地域から安全な地域への⽴地誘導を、⻑期的な観点から実施していく。避難⾏動時の移動が
困難であり、また避難⽣活時においても様々な制約がある避難⾏動要⽀援者を多く抱えている病
院や福祉施設についても、浸⽔深が深い地域や家屋倒壊等氾濫想定区域にはなるべく⽴地しない
ように誘導する。実現⼿段としては、平時からの広報、都市計画や⽴地適正化計画の⾒直し、⼟
地利⽤規制を規定した条例の制定、不動産取引時における危険度の情報提供等が考えられる。 

⽴地が⼤きく変化するまでには⾮常に⻑い期間を要するため、短期的にはその場所で安全性を確
保することを考える。具体的には、病院や福祉施設における避難⾏動要⽀援者⽤の居室の浸⽔深
以上への移設、屋内安全確保（垂直避難）を可能にする建築物の複数階化、氾濫流に耐えら
れるような建築構造の強化等が考えられる。実現⼿段としては、住⺠への呼びかけ、病院・福祉施
設に対する助⾔、助成⾦の⽀給、災害危険区域の指定による建築確認等が考えられる。 

加えて、氾濫流の拡散を抑制するための対策として、輪中堤の建設が考えられる。たとえ氾濫して
も、住宅等を浸⽔深以上の壁等で囲っておけば、被害を最⼩限に抑えることが可能となる。 

また、盛⼟構造物の建設・保全も有効である。盛⼟構造物は完全に浸⽔を⾷い⽌めることはでき
ないが、氾濫流の拡散速度を低減させる効果がある。過去の⽔害においても道路等の線状構造物
が少し⾼くなっていたことで、効果を発揮した事例があった。仁淀川本川には⽇下地区、弘岡地区、
新居地区に旧堤防が残されており、これが実質的に⼆線堤としての役割を果たすことが期待されてい
る。例えば、弘岡地区を対象に旧堤防の有無による浸⽔形態の変化を試算したところ、旧堤防があ
ることで浸⽔範囲を減らすとともに、浸⽔深を低減させ、浸⽔到達時間を遅らせる効果があることが
確認された。 

さらに、⽀川の氾濫等、氾濫量と氾濫⾯積が限定的であることから、⼟地の嵩上げをしてしまうと
⼟地の遊⽔機能が損なわれ、他の⼟地の浸⽔被害が助⻑されるおそれのある氾濫域においては、
⼟地の嵩上げ抑制等による遊⽔機能の確保を検討する。ただし、この対策は、嵩上げにより浸⽔被
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害を軽減しようとする⼟地の所有者の私権を制限することになるため、遊⽔機能確保による公益増
⼤と嵩上げ抑制による私権制限との⽐較衡量が必要である。 

これらの対策の担い⼿の主体は住⺠をはじめとする⺠間であるため、公的主体による⽔害リスク情
報の公表、実施すべき対策についての助⾔や推奨、助成⾦等によるインセンティブ付与、条例等に
よる規制等により、実効性を担保する必要がある。 

⽇⾼村では条例により、実績洪⽔で床上浸⽔しないよう新規建築の床⾼規制、⾬⽔の浸透機
能の保全、洪⽔の遊⽔機能の保全に関する条例を、令和 3 年に制定している。いの町では、昭和
62 年に洪⽔の遊⽔機能の保全に関する条例を、令和 3 年に新規建築の床⾼誘導の条例を制定
している。⾼知市では令和 3 年の⽴地適正化計画の変更により、家屋倒壊等氾濫想定区域を居
住誘導区域から除外している。 
 
【具体的な対策の例】 
 ⽔害に関する情報をわかりやすく提供することにより、⽔害リスクの⾼い場所に⽴地しないよう誘

導する。 
 ⽴地適正化計画を⾒直すこと等により、住宅・病院・福祉施設等が⽔害リスクの⾼い場所に⽴

地しないよう誘導する。 
 病院や福祉施設における避難⾏動要⽀援者の居室の浸⽔深以上への移設、屋内安全確保

（垂直避難）を可能にする建物の複数階化、氾濫流に耐えられる建築構造の強化等により、
住宅・病院・福祉施設等の安全性を確保する。 

 輪中堤の建設、盛⼟構造物の新規建設、既存盛⼟の保全、その他構造物により、氾濫流の
拡散を抑制する。 

 氾濫量と氾濫⾯積が限定的な地域については、⼟地の嵩上げ抑制等により⼟地の遊⽔機能
を確保することを検討する。 

 
【令和３年度までに実施した取組】 
 いの町において、令和３年４⽉に施⾏した「いの町枝川地区浸⽔危険区域における建築床⾼

指導条例」について、枝川地区住⺠を対象とした、説明・相談会の実施。不動産協会や建築
⼠協会等への周知の実施。 

 ⽇⾼村において、⽇下川新規放⽔路が完成し、⽇下川及び⼾梶川の改修が⼀定程度進んだ
令和 5 年度以降も、平成 26 年８⽉台⾵ 12 号による洪⽔と同規模の洪⽔により床上浸⽔
すると想定される集落への輪中堤の建設 
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 ⽇⾼村において、平成 26 年８⽉台⾵ 12 号による洪⽔と同規模の洪⽔に対しても居室を浸
⽔深より上にするよう建築構造規制を設けるとともに、盛⼟⾏為等による遊⽔機能が損なわれ
るような開発⾏為に対して村⻑が助⾔・勧告するための「⽇⾼村⽔害に強いまちづくり条例」の
制定 

 ⽇⾼村浸⽔予想区域内で条例施⾏前に予定されている宅地開発に対して、技術的助⾔の
実施 

 ⽇⾼村において、平成 26 年 8 ⽉台⾵による洪⽔と同規模の洪⽔によって浸⽔が予想される
区域「⽇⾼村浸⽔予想区域」を検討 

 ⾼知市において、⽴地適正化計画の変更により、家屋倒壊等氾濫想定区域を居住誘導区
域から除外 

 ⾼知市弘岡地区にある旧堤防による氾濫流の拡散抑制効果の分析 
 
【当⾯の取組】 
 建物の複数階化、氾濫流に耐えられる建築構造の強化を推奨するため、広報を実施する。 
 病院・福祉施設における避難⾏動要⽀援者の居室の浸⽔深以上への移設について実施の可

否を含め検討する。 
 旧堤防を保全する。 
 ⼟佐市において、遊⽔機能の確保のため、耕地整理時に実施する農地の嵩上げを相殺するた

めの⽥んぼダムの設置等について実施の可否を含め検討する。 
 ⼟佐市において、⽴地適正化計画の居住誘導区域の⼀部が家屋倒壊等氾濫想定区域と

なっているため計画の⾒直しを検討する。 
 いの町において、「いの町宇治川流域盛⼟指導要綱」により、引き続き遊⽔機能が損なわれな

いよう盛⼟⾼を 50cm 未満に抑制する。 
 いの町において、⽔害危険度を考慮し、歴史・経済性と安全性とを両⽴させた居住誘導区域

の設定等を検討する。 
 ⽇⾼村において、「⽇⾼村⽔害に強いまちづくり条例」の制定を受けた施⾏規則を制定し、条例

の実効性を確保する。 
 ⽇⾼村において、新築の床⾼規制のための⽇⾼村災害危険区域の指定等に関する条例の制

定及び施⾏を⾏う。 
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図 2-2-1 想定浸⽔深 

 
図 2-2-2 想定浸⽔継続時間 
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図 2-2-3 家屋倒壊等氾濫危険区域 
 

  
図 2-2-4 既存の擁壁を嵩上げすること等による輪中堤の建設（⽇⾼村） 
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図 2-2-5 弘岡地区の旧堤防による浸⽔形態の変化 
 

 
図 2-2-6 家屋倒壊等危険区域に設定されている居住誘導区域の再検討（⼟佐市） 
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図 2-2-7 不動産関係団体の研究会等において⽔害リスクに関する情報の解説（⾼知県） 

 
     

 
 
 
 
 
 

図 2-2-8 より安全な地域への誘導  図 2-2-9 建築物の複数階化、建築構造 
の強化、避難場所の確保 

 

 
図 2-2-10 実績の浸⽔深を明⽰（⽇⾼村） 

 

団体名 研修会名 実施日 参加者 実施内容

(公社)全日本不動産協会高知県本部
(公社)不動産保証協会高知県本部

令和元年度
 第2回法定研修会

令和元年8月27日 20名

(公社)高知県宅地建物取引業協会
(公社)全国宅地建物取引業保証協会高知県本部

宅地建物取引業者研修会

令和元年9月18日
令和元年9月19日
令和元年9月20日
令和元年9月25日

約200名
約30名
約30名
約30名

・水害とその種類
・堤防及びダムと河川の氾濫について
・河川の浸水想定区域とハザードマップ
・避難のための情報について
　（県ポータル等紹介）
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図 2-2-11 実績の浸⽔深を明⽰（越知町） 
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図 2-2-12 想定の浸⽔深を明⽰（いの町） 

 

 
図 2-2-13 いの町枝川地区浸⽔危険区域における建築床⾼指導条例（いの町） 
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図 2-2-14 いの町宇治川流域盛⼟指導要網（いの町） 

 

 
図 2-2-15 ⽴地適正化計画の検討（いの町） 

 



41 

 

３．安全に逃げる 

３－１．氾濫時の避難・応急対策、氾濫後の復旧を強化する 
 
前項までは平時における備えを記載したが、これらの策は進捗に時間を要することから、総合的な

治⽔⼒の向上速度よりも気候変動による降⾬量の増⼤速度が当⾯は上回るおそれが⾼い。そこで、
即効性のある避難策を組み合わせて講じることとし、「何としても住⺠の⽣命を守る」という観点から、
避難場所の安全確保、避難のための情報提供の充実、的確な応急対策活動と復旧の早期化と
いった被害軽減策を進める。 

まず、仁淀川本川が破堤する前に住⺠⾃⾝が早期に安全な場所へと避難できるようにしておくた
めの対策が重要であり、そのために、氾濫時に倒壊せず、避難室が浸⽔しないような安全な避難場
所を⼗分な容量確保する。公的な避難場所に限定することなく、⺠間建物の中⾼層階を避難場
所に活⽤することも検討する。 

次に、ハザードマップの配布・講習会、マイタイムライン作成⽀援、防災教育の推進、避難訓練の
定期的な実施等を引き続き進めていく。加えて、病院や福祉施設に⼊院・⼊所する避難⾏動要⽀
援者が近年の⽔害で犠牲になっていることが多いことから、確実に避難するために避難確保計画の
策定を⽀援する。⼊院・⼊所等していない避難⾏動要⽀援者については、個別計画の策定を⽀援
する。 

ここで、全国における近年の被災実態をみると、夜間に避難勧告・指⽰が出されたものの、住⺠が
眠っている、あるいは屋外が危険で安全に⽴退き避難ができない状況になっている等の課題があった。
後述するように、仁淀川⽔系においては仁淀川本川の氾濫が発⽣する直前に避難しようとしても、
⽀川が先に氾濫して避難路が浸⽔し避難できなくなるという課題がある。このような事態を避けるた
めに、⼣刻までに⾏政から住⺠に対して避難の⼼構えをするように呼びかけが求められており、仁淀
川⽔系においてもいくつかの⾃治体では既に実施されている。 

⼀⽅、現状の河川管理者や気象台からの情報提供を⾒てみると、⼤⾬特別警報等が出された
後は 6 時間先までを対象としている指定河川洪⽔予報まで、仁淀川本川の氾濫に関する公的な
情報提供がなされていない状況である。そこで、指定河川洪⽔予報とは別に、「夜間に避難⾏動を
開始する必要があることを⼣刻までに呼びかける」等、⾃治体による早めの避難の呼びかけを⽀援す
るため、河川管理者と気象台から情報提供することを試みる。 

ただし、現状のシミュレーション技術では、⻑時間先の洪⽔を予測し、早期の避難判断ができるほ
どの精度を有していない。シミュレーションによる空振りが多くなった場合、住⺠が信⽤しなくなり、か
えって避難の妨げとなるおそれもある。そこで、過去の洪⽔をもたらした⾬量とその時の⾬量との関係を
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活⽤して、避難の準備を呼びかけることを試みる。すなわち、過去に⼤きな洪⽔をもたらした降⾬量
に達しそうになった時に、気象台によるリアルタイム・予測⾬量データを参考に、「過去の洪⽔をもたら
した⾬量に迫っている」等の呼びかけにより、早期の避難判断のための情報を河川管理者から提供
する仕組みを検討する。このような⼿法は、荒川の⼤規模洪⽔に備え、東京都の江東 5 区での⼤
規模広域避難の判断において実際に導⼊されている。 

仁淀川においては、「洪⽔の危険度に関する半⽇程度先の⾒通し」を情報提供する取組を令和
3 年度の出⽔期より運⽤を開始した。⾼知地⽅気象台から提供される流域平均⾬量の予測が過
去の主要洪⽔の実績に近づいた段階で、沿川⾃治体に対して WEB 会議にて情報共有を⾏うもの
である。幸いにもこの情報提供を要するような⼤きな洪⽔には⾄らなかったが、今後、各⾃治体にお
ける体制確保の判断等の⼀助になるものと考えている。 

また、氾濫流の到達時間、浸⽔深、浸⽔継続時間、家屋倒壊の危険性等の情報は公開されて
いるものの、住⺠がどのタイミングで、どう避難すれば良いのかを⼗分に理解できていないおそれもある。
例えば、家族構成等にもよるものの、浸⽔深が 50cm 程度であれば 2 階に垂直避難（屋内安全
確保）をする⽅が、⽔平避難（離れた避難場所への⽴退き避難）をするよりも安全な場合がある。
垂直避難を活⽤すれば⽴退き避難者の総数を減らすことができるため、避難場所の逼迫状況を改
善でき、ひいては遠⽅への⽴退き避難者数を減らすことにもつながる。さらに、避難⾏動要⽀援者に
ついては⽴退き避難そのものに困難を伴うことが多いため、その避難状況の改善をもたらす可能性が
ある。これらについて具体的に検討していく。⼀⽅で、河川のすぐそばの⽊造建築物であれば氾濫流
による家屋倒壊のおそれがあるため、⽴退き避難が必須となる。このように、住所や建築構造によって
効果的な避難⽅法が異なるため、住⺠にわかりやすく情報提供する仕組みを検討する 

さらに、⽀川についても、浸⽔範囲や洪⽔時における⽔位情報の提供など、早期避難のための情
報を充実させる。越知町においては、越知町の仁淀川河川敷は公園やキャンプ場として利⽤されて
おり、沈下橋を訪れる⼈も多い。越知町は利⽤者の安全を考慮して、これまでの実績を基に⼤渡ダ
ムの放流量 1,000m3/s を⽬安に河川敷利⽤者に避難を呼びかけている。しかし､⼤渡ダムの放流
量 1,000m3/s 以下の場合であっても、本川⽔位が上昇し河川敷が浸⽔することがあり、この原因
として⽀川の流⼊量が影響していることが考えられた。そこで、過去の主要な洪⽔実績から、⽀川の
流⼊量が本川の⽔位上昇に及ぼす影響について分析した結果、⼤渡ダム放流量が1,000m3/sを
下回っていても、河川敷利⽤者に避難を呼びかけるタイミングの判定式を試算した。 

加えて、的確な応急対策活動がなされるよう、⽔害発⽣前後における⽔防活動、救助活動等を
確実に実施するために、国・県・市町村で連携して定期的な訓練等を実施するとともに、現場待機
場所や資材置き場を整備する。⼤規模氾濫が発⽣した時であっても応急対策活動、復旧を遅滞
なく実施できるよう、⼈・物を量・質ともに不⾜のないよう備えておく。 



43 

 

救助できないまま浸⽔域に⻑時間取り残される事態を避けるため、排⽔施設の新規建設、既存
排⽔施設の機能確保を実施することで、氾濫⽔を早期に排⽔する。加えて、浸⽔によりライフライン
が⻑期間停⽌してしまい応急対策活動や復旧活動の⽀障となることを避けるため、変電所・⽔源
地・病院・庁舎等を防⽔壁で囲う等の重要施設の耐⽔化や代替機能の確保を進める。 

なお、住⺠の⽣命には直結しないものの、浸⽔による⺠間企業の被害も甚⼤であり、仁淀川沿
川には製造品の供給が⽌まることで世界経済に影響を及ぼすような企業も存在する。⺠間企業が
被害軽減策や早期復旧策をとれるように、浸⽔対策の実施を奨励する。 

「⽇本の天然ダムと対応策」（⽔⼭⾼久監修）によると、宝永 4 年 10 ⽉ 4 ⽇（1707 年 10
⽉ 28 ⽇）に発⽣した宝永南海・東南海地震により、舞ヶ⿐地先が崩壊し、仁淀川で天然ダムが
形成され（越知町「越知町史」（1984））、4 ⽇間湛⽔し満⽔となって決壊し、下流のいの町に
被害をもたらしたとされ（越知町柴尾部落⻑⽼・⼭本佐久實⽒）、この時の天然ダムによる湛⽔
⾯積は 480 万㎡、湛⽔量 2,880 万㎥と推定されている。このように、仁淀川本川では地震や豪
⾬を契機として⼤規模な河道閉塞が発⽣した事例が記録として残っており、⼤規模な河道閉塞が
発⽣した場合の応急対策活動にも備えておく必要がある。 

 
【具体的な対策の例】 
 氾濫流に耐えられ、浸⽔深以上に避難室がある避難場所の容量を⼗分に確保する。 
 住⺠それぞれにとって、どのタイミングで、どう避難すれば良いのかを、平時から理解を深めることに

より、住⺠⾃らによる実効的な避難計画⽴案を促す。 
 避難⾏動要⽀援者や病院・福祉施設に対する細やかな情報提供や積極的な助⾔をすること

により、避難⾏動要⽀援者を対象とした実効的な避難計画⽴案を促す。 
 過去の洪⽔実績を基に、仁淀川本川の洪⽔に関する半⽇程度先の⾒通しを河川管理者から

情報提供することにより、早期かつ適切な避難を実現する。 
 ⽀川においても、浸⽔想定範囲や洪⽔時における⽔位情報の提供などを充実することにより、

早期かつ適切な避難を実現する。 
 国・県・市町村で連携して定期的な⽔防活動、救助活動訓練等を実施することにより、的確な

応急対策活動を実現する。 
 応急対策活動のための現場待機場所や資材置き場を整備することにより、的確な応急対策活

動を実現する。 
 排⽔施設の新規建設、既存排⽔施設の機能確保により、氾濫⽔の早期排⽔を実現する。 
 変電所・⽔源地・病院・庁舎等を防⽔壁で囲う等の重要施設の耐⽔化、代替機能の確保を

進めることにより、重要施設の機能停⽌を防⽌・軽減する。 
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 住宅の浸⽔対策の普及により、早期復旧を促進する。 
 
【令和３年度までに実施した取組】 
 ⾼知県防災アプリの運⽤開始 
 「洪⽔の危険度に関する半⽇程度先の⾒通し」を情報提供する取組を開始 
 ⼤渡ダム下流域の浸⽔想定区域図の公表 
 ⼤渡ダム放流量に基づくタイムラインを⽤いた関係機関との合同防災訓練（WEB）を実施 
 越知町における河川敷利⽤者に避難を促すための既往洪⽔の分析 
 ⾼知市において、避難⾏動要⽀援者対策として、避難⾏動要⽀援者名簿及び、個別避難計

画の作成と避難⽀援等関係者への提供を進めている 
 ⾼知市において、要配慮者利⽤施設の避難確保計画策定促進を⾏った 
 波介川流域における⽔源地、変電所、災害拠点病院、特殊製品の製造⼯場についての浸⽔

脆弱性の分析 
 ⼟佐市において⺠間宿泊施設との避難所利⽤協定を締結 
 いの町防災⾏政アプリの運⽤開始 
 伊野地区、枝川地区⾃主防災会連合会による勉強会開催や町内事業者の意識調査、緊

急避難場所の調査を実施 
 いの町内の公共・⺠間施設の屋上等を緊急避難場所として利⽤協定 
 新たな避難情報に対応した、いの町マイ・タイムラインに更新 
 災害発⽣時の対応および課題について、市町村職員向け勉強会を開催 
 
【当⾯の取組】 
 ⾼知県防災アプリの多⾔語化 
 ハザードマップの配布・講習会、マイタイムライン作成、防災教育の推進、定期的な避難訓練等

を実施することにより、早期かつ適切な避難が実現できるよう実施の可否を含め検討する。 
 避難⾏動要⽀援者利⽤施設における避難確保計画の策定及び避難訓練の実施、避難⾏

動要⽀援者の個別計画の策定を実施することにより、避難⾏動要⽀援者の早期かつ適切な
避難が実現できるよう実施の可否を含め検討する。 

 物部川・仁淀川流域治⽔ポータルサイトに、住所と建築構造を⼊⼒すれば、洪⽔時に想定さ
れる事象を解説してくれる仕組みを構築する。 

 国・県・市町村・四国電⼒で連携して訓練を実施する。 
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 逃げ遅れた⼈の最後の⼿段として、想定浸⽔深より⾼い場所（⺠間施設も含む）を緊急避
難場所として指定できるよう検討を進める。 

 浸⽔深以上の避難場所の容量確保のために、道路への避難路の設置、⺠間建物の空室やホ
テル等との連携協定について実施の可否を含め検討する。 

 ダムの役割を映像で解説、住⺠への⾃主防災組織の知識・経験の共有等を実施することにより、
住⺠に避難の重要性を理解してもらうための広報を実施する。 

 主要⽀川の⽔位周知河川への指定を検討する。 
 ⾼潮浸⽔想定区域図を公表する。 
 いの町において、伊野地区、枝川地区⾃主防災会連合会及び伊野地区、枝川地区区⻑連

合会により安全に逃げる取組の共有・推進を図るため合同研修会を開催する。 
 いの町において、住⺠の洪⽔に対する意識向上のため、町内数施設に想定浸⽔深を明⽰する。 
 いの町防災⾏政アプリの利⽤登録を推進するため、地区集会所などへ職員が出向き、インス

トールや初期設定など利⽤開始の出張サポートを⾏う。 
 仁淀川町、越知町において、⼤渡ダムの放流量に基づいた早期避難の呼びかけを⾏う。 
 変電所・⽔源地・病院・庁舎等の重要施設が浸⽔により受ける影響を分析し、推奨される対

策を検討する。 
 応急対策活動のための活動場所、資材置き場の整備実施の可否を含め検討する。特に、⽇

⾼村において、緊急復旧活動の拠点として活⽤するだけでなく、平常時は「インフラツーリズム」の
様々な活動拠点として活⽤できる河川防災ステーションを建設する。 

 ⼟佐市において、想定最⼤規模の降⾬による氾濫が発⽣しても、庁舎機能を継続できるよう、
庁舎の建て替えを実施する。 

 ⽇⾼村において、相対的に浸⽔深が浅くなる所に庁舎を移転するとともに、敷地を約 1m 嵩上
げする。併せて、⾬⽔貯留施設を設ける。 
 

 
図 2-3-1 「洪⽔の危険度に関する半⽇程度先の⾒通し」の情報提供 
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図 2-3-2 「⾼知県防災アプリ」の運⽤開始 

 
 

 
図 2-3-3 ⼤渡ダム下流域の想定浸⽔深 
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図 2-3-4 越知町における⼤渡ダム放流量が⼤きい場合に利⽤者に避難を呼びかける河川敷 

 

 
図 2-3-5 越知町における既往洪⽔の分析 
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図 2-3-6 要配慮者利⽤施設の避難確保計画作成の促進（⾼知市）  

 

 
図 2-3-7 波介川流域における浸⽔脆弱性の分析 
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図 2-3-8 浸⽔により被害をうける施設の影響分析（⼟佐市⺠病院） 

 

 
図 2-3-9 浸⽔により被害をうける施設の影響分析（⼟佐市⽔源地・変電所） 
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図 2-3-10 浸⽔により被害をうける施設の影響分析（廣瀬製紙株式会社） 

 

 
図 2-3-11 ⺠間宿泊施設との避難所利⽤協定（⼟佐市） 
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図 2-3-12 市町村向け勉強会（右︓勉強会の様⼦、左︓勉強会資料『５つの「ない」』） 

 
 
 

 

 
図 2-3-13 避難⾏動計画（マイタイムライン）の作成（佐川町） 
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図 2-3-14 重要施設の耐⽔化（いの町役場本庁舎） 
 

 
図 2-3-15 ポータルサイトで洪⽔時に想定される状況を解説（イメージ） 
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図 2-3-16 ⼤渡ダムとのオンラインによる WEB 常時接続での合同防災訓練 

 

 
図 2-3-17 インフラツーリズムのモデル地区（⽇⾼村） 
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図 2-3-18 市役所庁舎の建て替え（⼟佐市） 

 

 
図 2-3-19 庁舎の建て替え（⽇⾼村） 

 

○日高村役場の庁舎を相対的に浸水深が浅くなる所に移設するとともに、敷地を約１ｍ嵩上する。
○併せて、雨水貯留施設を設置し、通常時は、新庁舎屋根の雨水を水槽に貯め、防火用水として活用し、
洪水時では、大雨が予想される前に放水し、少しでも河川への雨水流入量を減らす（貯留規模６０㎥）。
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図 2-3-20 いの町による防災情報提供アプリの開発（いの町） 

 

 
図 2-3-21 避難勧告等の判断基準（仁淀川町） 
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「⽇本の天然ダムと対応策」
（⽔⼭⾼久監修）を加⼯ 

図 2-3-22 宝永南海・東南海地震による河道閉塞 
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３－２．本川氾濫からの避難対策としての各⽀川の流域治⽔ 
仁淀川本川氾濫前に⽴退き避難をしようとしても、先に⽀川が氾濫してしまい避難路が浸⽔して

安全に避難できないおそれがある。そのような場合、たとえ浸⽔深以上にある避難場所を増やしても、
⻑時間先の⾒通しを伝える情報提供をしても、有効に機能しなくなる。ここでは、波介川流域を例に
とって、仁淀川本川が氾濫する直前における⽀川流域での避難の可能性について分析する。 

想定最⼤規模の洪⽔により仁淀川本川において破堤し、波介川流域へと氾濫したと仮定する。
この場合、⼟佐市役所周辺の中⼼市街地に住む住⺠が仁淀川本川破堤前に⾼台に⽴退き避難
しようとしても、中⼼市街地の北から南へと流れる⽕渡川や鎌⽥井筋の氾濫により、東⻄⽅向に移
動できない事態が⽣じるおそれが⾼い。さらに、波介川も氾濫し南北⽅向への移動も困難になる。こ
のような状態で仁淀川本川が破堤すると、2 時間後には⼟佐市のほぼ全域に氾濫⽔が到達し、市
役所付近で12時間以上、流域の⻄側では24時間以上も浸⽔が継続することが想定されている。
なお、昭和 50 年⽔害の際も、仁淀川本川の⽤⽯堤防決壊の 3 時間前に現在の県道 39 号（当
時の国道 56 号）が冠⽔し、通⾏不能となっている。 

この課題を解決するために、波介川、⽕渡川等が氾濫する前に避難することを検討してみる。その
場合、⽴退き避難するためのリードタイムを考慮すると、これまでよりも 4〜5 時間前に⽴退き避難を
開始しなければならなくなる。このような従来よりも⼤幅に早期の避難開始には従わない住⺠が多く
なるおそれが⾼い。（ここで述べているのは⽀川氾濫による避難路が浸⽔するより前の避難開始であ
り、前項で述べた避難の必要性が⾼まっていることを早期に知らせるための情報提供とは異なる。） 

次の解決策として、仁淀川本川破堤後も⾃宅内でとどまるという⼿段を検討する。浸⽔シミュレー
ションによると、12 時間以上浸⽔が継続する家屋が約 3,580 ⼾、24 時間以上は約 1,980 ⼾と
なる。なお、平成 27 年に発⽣した⻤怒川氾濫においては、全壊・半壊・床上浸⽔ 5,256 棟となっ
た茨城県常総市で4,200名以上が救助された実態がある。この時は、常総市が⼤都市圏に近かっ
たことから、⾃衛隊、警察官、消防⼠、海上保安官を⼤量に投⼊することが可能であったこと、氾濫
流は常総市役所に破堤後 13 時間程度かけて到達したこと等、被害規模と⽐較すると救助活動に
とって有利な条件が整っていた。⼀⽅で、⼟佐市における仁淀川本川氾濫については、⼤量の救助
部隊の応援には時間を要すること、⼟佐市役所に破堤後 1 時間程度で氾濫流が到達し早期に市
役所機能が喪失することが予想されている。常総⽔害と⽐較すると床上浸⽔の数はほぼ同じとなる
が、上記のことから救助活動が困難を極めると想定され、さらに浸⽔継続時間が⻑く、⽔道や電気の
供給が⽌まるおそれが⾼いため、全員が⾃宅にとどまってしまうことは避けるべきである。 

以上を踏まえ、現時点では、「①⽀川が氾濫する前に避難を開始する」、「②屋内安全確保が可
能なように住宅の複数階化を促進する」、「③住⺠間連携や⺠間建物の協⼒も得て、近隣の上階
を避難場所として確保する」といった対策に取り組みつつも、抜本的な解決のために、「④波介川流
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域単位での流域治⽔を進めることで、仁淀川本川が氾濫する前の避難経路の浸⽔を防ぐ」という⼿
段を中⼼に据える。すなわち、本川だけでなく⽀川単位でも流域治⽔を進める。 

なお、この「⽀川単位での流域治⽔」については、波介川のみならず、宇治川、⽇下川、柳瀬川
においても実施する。さらに、河川指定は未だになされていないものの洪⽔が頻発しており、波介川
流域に洪⽔流が流⼊する形態となっている鎌⽥井筋についても実施する。今後も必要に応じて、本
川氾濫からの避難に対して影響の⼤きい⽀川を追加していく。 

 
【具体的な対策の例】 
 河道拡幅・掘削や遊⽔池整備等を実施することにより、⽀川の洪⽔処理能⼒を向上させる。 
 下⽔道、農業⽤排⽔路、道路排⽔施設等を適切に整備・管理することにより、⽀川流⼊前の

溢⽔を防ぐ。 
 ⽀川流域における集⽔域対策を実施することにより、⾬⽔・⼟砂の流出を抑制する。 
 ⽀川流域の氾濫域における居住場所の安全を確保する。 
 ⽀川流域の氾濫時の避難・応急対策、氾濫後の復旧の早期化のための対策を実施する。 

 
【令和３年度までに実施した取組】 
 ⽕渡川等の波介川⽀川群の改修、河道掘削及び浚渫の実施 
 波介川流域の避難困難性の分析 
 宇治川排⽔機場建屋の耐⽔化（仁淀川計画⾼⽔位に対応） 
 天神ヶ⾕川等の改修、いの町の下⽔道の整備 
 柳瀬川の改修 
 ⽇下川新規放⽔路の建設、⽇下川・⼾梶川の改修、⻑⽵川の改修の検討 
 ⼟佐市、いの町において、流域治⽔を検討するための委員会、検討会を開催 
 【再掲】砂防関係施設の整備・改築（砂防︓フドウ滝⾕川地区ほか５箇所、急傾斜︓本村

地区ほか２６箇所、地すべり︓⻑者地区ほか５箇所） 
 坂折川（桐⾒ダム下流）、柳瀬川の浸⽔想定区域図の公表 
 
【当⾯の取組】 
 仁淀川本川氾濫からの避難に⽀障とならないようになるには、各⽀川流域の治⽔⽬標をどこま

で上げる必要があるかを分析する。 
 宇治川、⽇下川、柳瀬川、鎌⽥井筋の各⽀川単位での避難困難性を分析する。 
 波介川、宇治川、⽇下川、柳瀬川、鎌⽥井筋の各⽀川単位での流域治⽔を検討する。 
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 各⽀川において、河川内の堆積⼟砂を確認し、状況に応じて河床掘削を実施する。 
 

 
図 2-3-23 仁淀川本川氾濫直前には波介川が氾濫して⽴退き避難が困難 

 

 
図 2-3-24 仁淀川本川の氾濫危険⽔位に⽔位が到達する 3 時間半ほど前から⽕渡川等の氾

濫が始まっており、リードタイムを考慮すると現状よりも 4~5 時間前からの⽴退き避難が必要 
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図 2-3-25 避難路浸⽔を回避するために波介川流域で必要となる流域治⽔の取組 

 

 
図-2-3-26 宇治川排⽔機場建屋の耐⽔化（左︓⽌⽔ドア、右︓⽌⽔壁） 
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図 2-3-27 ⽀川において現在実施されている河川改修（⾼知県） 

 
 
 
 

 
図 2-3-28 平成 26 年⽔害に対する治⽔対策（国・⾼知県・いの町） 
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図 2-3-29 現⾏の治⽔対策（いの町） 

 

 
図 2-3-30 平成 26 年⽔害に対する治⽔対策（国・⾼知県・⽇⾼村） 
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図 2-3-31 ⽇下川・⼾梶川の改修（⾼知県） 

 

 
図 2-3-32 柳瀬川における流域治⽔対策（⾼知県） 
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図 2-3-33 鎌⽥井筋における流域治⽔対策（国、⾼知県、⼟佐市、いの町） 

 

 
図 2-3-34 柳瀬川・坂折川の浸⽔想定区域図 
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４．各機関による取組 
 

これまで流域治⽔の⽅策毎に代表的な取組について紹介してきたが、各機関・地域において特
⾊のある流域治⽔の取組が進められている。以下にその取組を紹介する。 

 
＜⾼知市による取組＞  
（令和３年度までに実施した取組） 
 令和元年度、想定し得る最⼤規模の降⾬を前提とした洪⽔に係るハザードマップを作成、市内

全⼾配布を⾏った。 
 令和２年度、要配慮者利⽤施設の位置付けを⾒直し、種別追加を⾏った。また、洪⽔ハザード

マップの浸⽔エリアも拡⼤（令和元年度改訂）し、洪⽔浸⽔想定区域内における要配慮者利
⽤施設は 127 施設から 816 施設に増加した。 

 令和３年度、要配慮者利⽤施設の避難確保計画策定促進を⾏った。令和4年2⽉末現在、
策定率は約 96％である。 

 防災講演会を実施し、市⺠への意識啓発を⾏っている。令和３年度「れんけいこうち防災⼈づく
り塾」（全８回）では第３回「洪⽔・⼟砂災害に備えて」（講師︓⾼知⼤学理⼯学部准教授 
張 浩⽒）を開催した。 
 

（当⾯の取組） 
 引続き、避難確保計画の策定促進、避難⾏動要⽀援者対策に取り組んでいく。 

 

図 2-4-1 ⾼知市ハザードマップ（最⼤規模の洪⽔想定） 
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図 2-4-2  要配慮者利⽤施設の避難確保計画作成の促進（⾼知市） 
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＜⼟佐市による取組＞ 
（令和 3 年度までに実施した取組） 
 流域治⽔の取組を推進するための仁淀川流域治⽔推進検討委員会を庁内に設置。 
 波介川流域の浸⽔被害が頻発している地区において、農地整備とあわせた遊⽔池・⽥んぼダム

等整備に関する技術的検討を実施。 
 

（当⾯の取組） 
 遊⽔機能の確保のため、農地の嵩上げの規制について実施の可否を含め検討する。 
 ⽴地適正化計画の居住誘導区域の⼀部が家屋倒壊等氾濫想定区域となっているため計画

の⾒直しを検討する。 
 

 
図 2-4-3 仁淀川流域治⽔推進検討委員会（⼟佐市） 
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図 2-4-4 仁淀川流域治⽔推進検討委員会 事業提案（⼟佐市） 

 

 
図 2-4-5 ⼟佐市国⼟強靱化地域計画（⼟佐市） 
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＜いの町による取組＞ 
 

 
図 2-4-6 仁淀川流域治⽔推進検討会（いの町） 

 

 
図 2-4-7 仁淀川流域治⽔推進検討会 検討事項（いの町） 
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図 2-4-8 池の⾕川の河川改修（いの町） 

 

 
図 2-4-9 奥⾕川流域の治⽔対策に関する検討（いの町） 
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図 2-4-10 ⾕川流域の治⽔対策に関する検討（いの町） 
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＜⽇⾼村による取組＞ 
 

 
図 2-4-11 避難⾏動要⽀援者の個別⽀援計画に基づくきめ細かい避難の呼びかけ 

 

 
図 2-4-12 ⼩学⽣による防災の「調べ」学習 
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【⽇⾼村⽔害に強いまちづくり条例】 
過去に何度も⽇下川の氾濫による浸⽔被害を受けてきた⽇⾼村では、令和元年に⽇⾼村総合

治⽔条例策定委員会が設⽴され、地元関係者も加わりながら、今後の浸⽔被害を軽減するための
条例制定について検討が重ねられてきた。そして委員会での議論を踏まえて、以下の 3 つの規制を
主な柱とした「⽇⾼村⽔害に強いまちづくり条例」が令和３年 3 ⽉に制定された。 
 
 【床⾼規制】⽇⾼村浸⽔予想区域における新たな建築物は、居室の床⾼を基準⾼より⾼くす

ること 
 【貯留機能の保全】⽇⾼村浸⽔予想区域において氾濫⽔の貯留機能を減少させる盛⼟等を

⾏う場合は、貯留量減少分を補う対策を合わせて実施すること。 
 【浸透機能の保全】⽇下川流域内において⼟地からの流出⾬⽔量を増加させる 1000m2 以

上の舗装等を⾏う場合は、流出量増⼤分をキャンセルする対策を合わせて実施すること。 
 

なお、⽇⾼村浸⽔予想区域は、国による⽇下川新規放⽔路の完成、⾼知県による河川改修、
⽇⾼村による局所的な浸⽔対策の実施後も、平成 26 年台⾵ 12 号規模の洪⽔によって浸⽔が
予想される地域を基本とする予定である。⽇⾼村浸⽔予想区域は災害危険区域に指定し、建築
基準法第 39 条の適⽤を受ける予定である。 

 

 
図 2-4-13 ⽇⾼村⽔害に強いまちづくり条例の策定（⽇⾼村） 
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図 2-4-14 ⽇⾼村⽔害に強いまちづくり条例の３⽅針 

 
なお、本条例は、令和３年 4 ⽉に改正された特定都市河川浸⽔被害対策法の内容を、条例

で規制しうる範囲で定めたものである。 
 

 
図 2-4-15 特定都市河川浸⽔被害対策法との⽐較 
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図 2-4-16 ⽇⾼村独⾃の流域治⽔への取組 

 
 
 
＜⾼知地⽅気象台による取組＞ 
「安全に逃げる」対策として以下の取組を実施。 
 流域の市町村に市町村訪問し、顔の⾒える関係を構築する取り組み 
 流域の市町村防災担当者を対象に気象防災 WS を開催し、防災⼒を向上する取り組み 
 顕著な⼤⾬に関する情報の発表開始 
 ⽔蒸気監視能⼒の強化に伴うアメダス湿度計の設置 
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図-2-4-17 流域の市町村に市町村訪問し、顔の⾒える関係を構築する取り組み 

 

 
図-2-4-18 流域の市町村防災担当者を対象に気象防災 WS を開催 
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図-2-4-19 顕著な⼤⾬に関する情報の発表開始 

 

 
図-2-4-20 ⽔蒸気監視能⼒の強化に伴うアメダス湿度計の設置 
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５．対策のまとめ 
 
以上のとおり、「何としても住⺠の⽣命を守る」という観点から、①氾濫を減らす、②備えて住む、

③安全に逃げる、という流域治⽔で実施すべき３⽅策をとりまとめた。 
 

表 2-5-1 流域治⽔の３⽅策 

 
 

 
図 2-5-1 仁淀川⽔系流域治⽔ 
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 具体的な対策の実施あたっては、適⽤する地域が集⽔域か氾濫域かによって、その対策が効果的
になる場合と、かえって周辺の浸⽔被害を助⻑するおそれがある場合等があり、事前の分析と⾒極め
が必要である。以下に主な対策とその特徴を⽰す。 
 

 
図 2-5-2 ⾬⽔貯留と洪⽔貯留で運⽤を変えている事例 

 
表 2-5-2 主な対策と適⽤地域の⾒極め 

 
 
さらに、流域治⽔で実施すべき３⽅策の中から、今後の⽅向性が固まっている当⾯の取組を「仁

淀川⽔系流域治⽔プロジェクト」としてとりまとめた。 
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図 2-5-3 仁淀川⽔系流域治⽔プロジェクト【位置図】 
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図 2-5-4 仁淀川⽔系流域治⽔プロジェクト【ロードマップ】 
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図 2-5-5 仁淀川⽔系流域治⽔プロジェクト（グリーンインフラ）【位置図】 
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図 2-5-6 仁淀川⽔系流域治⽔プロジェクト【流域治⽔の具体的な取組】 
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６．あらゆる主体への参加の呼びかけ 
 
流域治⽔は流域内の住⺠も含めてあらゆる主体で意識を共有して取り組んでいく必要があるため、

それぞれの情報発信者（国、県、市町村、NGO 等）が提供してきた情報をひとまとめで確認できる
よう、流域治⽔に関する取組を⼀元的に集約したポータルサイトを作成する。そこで実施された対策
と⽬標に向けた進捗状況についても確認できるようにする。特に、住⺠向けに「住み⽅」や「逃げ⽅」
を分かりやすく解説するページを今後作成する。 

また、流域内では様々なイベントが開催されている。そのあらゆる機会を捉えて流域治⽔の取組に
ついて情報発信していく。 

 

 
図 2-6-1 物部川・仁淀川流域治⽔ポータルサイト（イメージ） 

 

 
図 2-6-2 仁淀川周辺で開催しているイベントで「流域治⽔」を紹介（イメージ） 
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Ⅲ 流域治⽔の⽬標とその達成のための 3 ⽅策の組合せ 

１．⽬標と取組⽅針 
 
これまでの議論を総合的にまとめる。 
まず、気候変動の影響により、2040 年頃までにかけて洪⽔流量が 2 割増⼤することが予測され

ていることと、過去 30 年間で河川の整備率が 10％しか向上していないことを⽐較した結果、従来
型の河川事業のみに頼った治⽔では、治⽔安全度が現在よりも相対的に低下していくことが明らかと
なった。具体的には、気候変動により洪⽔流量が 2 割増となることで、⽬標流量と整備率とのギャッ
プは現状 10％であるのが、2040 年頃には 20％に拡⼤してしまう。これを解決するために、あらゆる
関係者が治⽔に参加する「流域治⽔」に転換し、仁淀川⽔系の流域全体の実質的な治⽔⼒を⾼
めることとし、20％に拡⼤するおそれがある⽬標洪⽔とのギャップを可能な限り解消していく。 

そのためには、⾏政のみならず、流域内の住⺠、⺠間企業、NGO も含めたあらゆる主体が、⾃ら
ができることに取り組んでいく状態とならなければならない。また、先に⽰したとおり、地域によって被害
形態が異なることから、これを分析し各対策の効果を⾒極めた上で、各対策の組合せと実施スケ
ジュールを設定していく必要がある。そして、様々な不確実性があることから、気候変動により降⾬量
増加が続くと⾒込まれている 2040 年頃に向けて不断の⾒直しをし、流域全体でよりよい対策を模
索して取り組みを続ける必要がある。 

これを踏まえ、流域治⽔の⽬標と取組⽅針を次のとおりとする。 
 

表 3-1-1 流域治⽔の⽬標と取組⽅針 
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２．⽬標達成のための 3 ⽅策の組合せ 

２－１．波介川流域における「氾濫を減らす」・「備えて住む」対策の効果分析 
 
ここで、⼤規模な洪⽔に対しても犠牲者を出さないようにするため、これら３⽅策の具体的な組み

合わせを検討することを⽬的に、地区毎に被害分析を試⾏してみる。波介川、宇治川、⽇下川の
⽀川３流域と⾼知市を流れる新川川流域を例にとって、想定最⼤規模の洪⽔、河川整備基本⽅
針で⽬標とする洪⽔、戦後最⼤である昭和 38 年 8 ⽉洪⽔（以下、「戦後最⼤洪⽔」という）の
３洪⽔での被害について、「氾濫を減らす」と「備えて住む」対策により、「命の危険がある場所・建物
に住む⼈」（以下、「命の危険がある⼈」という）がどれだけ減少するか、効果をみてみる。「命の危
険がある⼈」とは、①家屋倒壊等のおそれのある建物に居住・⼊所している⼈、②浸⽔する階にしか
居室のない家屋に居住している⼈、③福祉施設等の浸⽔する階に⼊所している⼈、を集計したもの
である。 

なお、想定最⼤規模の洪⽔について公表されている浸⽔深は、破堤点をいくつも設定して氾濫計
算をし、各地点で最⼤となる浸⽔深を重ねて表⽰したものであるが、ここでは簡略化のため、波介川、
⽇下川、宇治川、新川川の各⼩流域における代表的な１地点（波介川︓河⼝より右岸 5.6km、
⽇下川︓右岸 14.4km、宇治川︓左岸 11.4km、新川川︓左岸 3.6km）で破堤した場合を
とりあげ、各対策の効果を分析した。4 つの⼩流域における各１地点破堤での分析であるため、全
流域ではもっと多くの「命の危険がある⼈」が存在していることに留意が必要である。 

例として波介川流域の分析を紹介する。仁淀川本川で想定最⼤規模の洪⽔が発⽣し右岸
5.6kmで破堤した場合、現状では5,020⼈の「命の危険がある⼈」が存在することがわかっている。
ところが、「氾濫を減らす」対策として本川の洪⽔処理能⼒を戦後最⼤洪⽔まで向上させると
1,520 ⼈の「命の危険」が解消される。そして、「備えて住む」対策として、2 階に垂直避難（屋内
安全確保）ができるよう、住宅の複数階化及び福祉施設のベッドの上階移設を実施することで、さ
らに 1,260 ⼈の「命の危険」が解消される。その結果、家屋倒壊等のおそれのある地区、2 階以上
の浸⽔深のある地区に住む⼈の合計 2,240 ⼈は「命の危険」が残ることとなるが、現状と⽐較して
半減させることが可能であることがわかる。 

また、河川整備基本⽅針の⽬標とする洪⽔（おおよそ 100 年に 1 度程度の規模）では、現状
では「命の危険がある⼈」は 1,340 ⼈であるが、同様の「氾濫を減らす」対策と「備えて住む」対策と
の組合せで 1,270 ⼈まで減少させることができ、想定最⼤規模洪⽔と同様に現状と⽐較して半減
させることができる。さらに、戦後最⼤洪⽔に対しては現状で「命の危険がある⼈」が 690 ⼈であるも
のを「氾濫を減らす」対策のみで解消することが可能となる。 
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今回の分析においては、「氾濫を減らす」対策のうち、洪⽔処理能⼒の向上策のみを対象としてお
り、破堤対策や集⽔域対策については効果分析ができていない。「備えて住む」対策については、福
祉施設や病院の⼊所者・⼊院者の階層別の数値が不明であったため、福祉施設のみを対象とし 1
階に全ての⼊所者がいると仮定しており、今後は各施設の状況を個別にみていくことが求められる。ま
た、浸⽔深への住み⽅対策だけでなく、家屋倒壊等への住み⽅対策の効果も分析が必要である。 

今後は、このような分析を代表的な氾濫域で進めていき、各氾濫域にとって最適となる対策の組
合せと対策実施の⼯程表を作成していく。ただし、各対策はこれまでの実施速度よりも⼤きく加速さ
せていくため、その進捗⾒通しは不確実である。加えて、気候変動に関する新たな知⾒や、流域治
⽔に関する法令・予算・税制度の改正により、各対策の進捗速度が今後も変化していく可能性が
⾼い。これらのことから、各対策の組合せについては最初に決めたものを固定化するのではなく、状況
に応じて柔軟に⾒直していくこととする。 

なお、この分析を通じて、「住宅の複数階化（２階建て）により、想定最⼤規模の洪⽔に対して
命の危険が解消される地区」とそうでない地区に分類することができる。また、洪⽔処理能⼒の向上
をはかっても局地的に被害軽減がなかなかなされない地区が残る。仁淀川沿いの地区や局所的に
低い地区である。そのような地区には、積極的に居住対策を進めることが必要となる。このように場所
によって「備えて住む」対策の必要性や効果は⼤きく変わってくるため、これらを地図で公表して、住⺠
による「備えて住む」対策を促していくことが効果的と考えられる。 

このような「氾濫を減らす」対策と「備えて住む」対策に加えて、⽀川である波介川の先⾏氾濫を
考慮した「安全に逃げる」対策を組み合わせることが必要であるが、現時点では避難に関する定量
的な分析までには⾄っておらず、今後の課題となっている。 
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図 3-2-1 想定最⼤規模洪⽔が発⽣し右岸 5.6k が破堤した場合における「命の危険がある⼈」 

 

 
図 3-2-2 ｢氾濫を減らす」と｢備えて住む｣よる被害軽減効果(波介川流域:右岸 5.6k 破堤） 
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図 3-2-3 ⽔害リスクカーブ（波介川流域:右岸 5.6k 破堤） 
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図 3-2-4 各対策の相互補完による被害軽減（波介川流域:右岸 5.6k 破堤） 
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図 3-2-5 「洪⽔に備えて住むマップ」の提案 
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２－２．波介川、⽇下川、宇治川、新川川の各⼩流域の⽐較 
 
仁淀川本川の想定最⼤規模洪⽔で破堤した場合の被害分析と「氾濫を減らす」対策と「備えて

住む」対策との組合せの効果について、波介川、⽇下川、宇治川、新川川の各⼩流域で⽐較して
みる。⽇下川流域では現状 1,960 ⼈に対して同様の「氾濫を減らす」対策と「備えて住む」対策と
の組合せで 1,350 ⼈（減少率約 3 割）まで減少させ、新川川流域では現状 2,650 ⼈に対して
同様の「氾濫を減らす」対策と「備えて住む」対策との組合せで 1,620 ⼈（減少率約 4 割）まで
減少させることが可能である⼀⽅で、宇治川流域では現状 9,830 ⼈と⼤量の「命の危険がある⼈」
がいるにもかかわらず、同様の「氾濫を減らす」対策と「備えて住む」対策との組合せで8,860⼈（減
少率約 1 割）までしか減少させることができない。 

宇治川流域の被害が⼤きくまた軽減率が低い理由としては、宇治川流域の建物が仁淀川の直
近に多く存在しており、家屋倒壊等の危険があることや、他の 3 流域に⽐べて平地が狭⼩であるため
ひとたび氾濫するとすぐに仁淀川本川と同じ⽔位まで浸⽔深が到達してしまうことが考えられる。 

ここで、いの町の市街地の変遷をたどる。90 年前からいの町の仁淀川沿川には⼈⼝が集積してい
る⼀⽅で、⼟佐市の沿川の⼈⼝はまだ多くなく、40 年前から⼟佐市でも仁淀川沿川に少しずつ⼈
⼝が集積してきている。これは、いの町の仁淀川沿川には微⾼地（⾃然堤防）かつ地下⽔が豊富
な地区があり、そこを中⼼に発展してきたからである。⼟佐市では微⾼地は仁淀川から少し離れた現
在の市役所付近にある。このように、いの町における仁淀川沿川市街地は古くから中⼼市街地とし
て形成されてきており都市機能も集積しているため、他の地区に中⼼市街地を移転することは現実
的ではないことがわかる。 

このような背景を踏まえ、いの町の中⼼市街地が存在する宇治川流域における「氾濫を減らす」、
「備えて住む」、「安全に逃げる」の 3 ⽅策それぞれについて、さらに踏み込んだ検討をする。ただし、戦
後最⼤規模洪⽔対応の河川整備をする「氾濫を減らす」対策や、住宅を 2 階建てにする「備えて住
む」対策をするだけでも数⼗年単位の期間を要するため、それ以上の対策をするにはさらに時間がか
かることとなる。数⼗年単位で被害軽減効果を出すためには、別の観点からの対策が必須となる。 

 
 
 

  



93 

 

 
図 3-2-6 ｢氾濫を減らす」と｢備えて住む｣よる被害軽減効果(宇治川流域:左岸 11.4k 破堤） 

 

 
図 3-2-7 ｢氾濫を減らす」と｢備えて住む｣よる被害軽減効果(⽇下川流域:右岸 14.4k 破堤） 
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図 3-2-8 ｢氾濫を減らす」と｢備えて住む｣よる被害軽減効果(新川川流域:左岸 3.6k 破堤） 

 

 
図 3-2-9 主要な⼩流域単位における「命の危険がある⼈」の被害軽減効果の⽐較 
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図 3-2-10 仁淀川下流域における過去からの市街地の変遷（国⼟地理院の地図を編集） 
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２－３．宇治川流域における被害特性を踏まえた流域治⽔対策 
 

宇治川流域の被害が⼤きくなる理由は⼤きくわけて、「家屋倒壊等のおそれがある地区に多くの⼈
が居住していること」と「浸⽔深が 3 階以上になるところに多くの⼈が居住していること」の２つである。 

まず、「氾濫を減らす」対策については、狭い範囲に⼤量の氾濫⽔が流⼊するために洪⽔処理能
⼒向上による「氾濫を減らす」対策が効きにくいことが先の分析で判明しているため、ここでは破堤対
策について考察する。例えば「堤防の粘り強い化」等により、氾濫流の流速を軽減することができる。
また、「堤防の粘り強い化」等で破堤までの時間を少しでも引き延ばすことができれば、それだけ氾濫
⽔の流⼊量も少なくなり、浸⽔深も軽減できる。この両⽅の効果があわされば家屋倒壊等の範囲を
狭めることができ、「命の危険がある⼈」を少なくすることができると考えられるが、「堤防の粘り強い化」
等によりどれほどの軽減が可能か等については研究が必要である。なお、いの町の市街地のほとんどが
3 階以上の浸⽔深となっており、⾃然堤防上に⽴地する中⼼市街地をはじめとする⼀部地域のみが
浸⽔深が 2 階となっていることから、浸⽔深軽減による効果は限定的と考えられる。 

 

 
図 3-2-11 いの町中⼼市街地 

 
次に、「備えて住む」対策として住居を 2 階建てにし、福祉施設のベッドを 2 階へ移設するだけで

は効果が薄いことが先の分析で判明しているため、ここでは居住を⽐較的安全な地区に誘導すること
を考察する。いの町では⽴地適正化計画について検討を進めているところであり、当初は令和 3 年
度中に策定する予定であったところ、家屋倒壊等氾濫想定区域に中⼼市街地が位置していること
から、これまでのいの町の歴史及び今後の利便性・経済性と⽔害からの安全性との両⽴をはかるため
に検討期間を延⻑することとした。令和 3 年度の検討の到達点は次のとおりである。 

第 11 版都市計画運⽤指針によると、「居住誘導区域は、⼈⼝減少の中にあっても⼀定の区域
において⼈⼝密度を維持することにより、⽣活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住
を誘導すべき区域である」とされ、原則として居住誘導区域に含まないこととすべき区域として、津波
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災害特別警戒区域、⼟砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域、地すべり防⽌区域、災
害危険区域（建築基準法）といういわゆる「レッドゾーン」が例⽰されている。令和 3 年 4 ⽉の特
定都市河川浸⽔被害対策法改正を受けて同法で規定される浸⽔被害防⽌区域も追加されたとこ
ろである。 

これらのレッドゾーンは、2 つの観点で分類可能である。「⼤規模災害時において⼈的被害の発⽣
するおそれのある区域」がその⼀つであり、津波災害特別警戒区域、⼟砂災害特別警戒区域、急
傾斜地崩壊危険区域、地すべり防⽌区域がそれに該当し、新規開発への規制、建築構造への規
制がなされることが多い。もう⼀つは「⾼頻度の浸⽔被害により社会経済被害が著しい区域」であり、
居室の床⾼を浸⽔深以上とする等の規制がなされることが多い。なお、災害危険区域は災害頻
度、災害の規模等の要件規定がないため、いずれの分類にも該当しうる。仁淀川流域の市町村に
おける洪⽔への適⽤事例をみてみる。前者については、⾼知市において、想定最⼤規模洪⽔におけ
る家屋倒壊等氾濫想定区域を「家屋の流出・倒壊をもたらすような氾濫流が発⽣するおそれがある
区域であり、洪⽔時における垂直避難が困難となり、⼈的被害に直結する可能性が⾼いことから，
災害レッドゾーンと同等と判断」し、居住誘導区域から除外している。後者については、⽇⾼村におい
て、平成 26 年洪⽔規模に対しても床上浸⽔とならないよう、新規建築への床⾼規制条例を制定
している。いの町においても、規制ではなく町⻑からの助⾔ではあるが、同様の条例を制定している。
つまり、いの町においては後者の⾼頻度被害に対しては既に対応済みであり、前者の⼤規模被害へ
の対応が課題となっているということである。 

仮に⾼知市と同様に家屋倒壊等氾濫想定区域をレッドゾーンと同等と判断すれば、家屋倒壊等
氾濫想定区域となっているいの町中⼼市街地は居住誘導区域に設定できないことになる。いの町の
中⼼市街地は、微⾼地（⾃然堤防）かつ地下⽔の豊富な仁淀川沿いに集落と街道が発達し
た、歴史・利便性・経済性を備えた地区であり、そのような地区が居住誘導区域に設定されないとな
ると、歴史・利便性・経済性と安全性との両⽴ということにはならないし、住⺠感情としても理解を得
られにくくなる。まちづくり政策は住⺠からの理解なしには進まないため、家屋倒壊等氾濫想定区域を
その計算条件から細分化し、「命を守るための対策が現実的に実施可能な地区」であれば居住誘
導区域に設定することを検討する。 

家屋倒壊等氾濫想定区域は⼤きく分けて、川沿いの地盤とともに家屋が流される「河岸侵⾷」
と、氾濫流による流体⼒で家屋が破壊等される「氾濫流」の 2 つに分類される。「河岸侵⾷」はその
被害特性から家屋側での対策が不可能であるため、居住誘導区域に⼊れることはできない。「氾濫
流」では⽊造 2 階建て住宅が氾濫流の挙動で破壊される条件で判定しており、⽔流で家屋の柱や
壁が破壊される「倒壊」、氾濫⽔の浸⼊を防ごうとして 2 階を密閉してしまうことで浮⼒が働き流され
てしまう「滑動」、⽔流で横倒しになる「転倒」と、さらに細分することができる。このうち「倒壊」について
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は柱を太くする、筋交いを⼊れる等により構造を強化することで対応が可能であり、⽐較的安価かつ
既存住宅の補強についても可能である。「滑動」については、2 階を解放して氾濫⽔の侵⼊を許容
できるよう屋根裏等に避難できるようにしておくことで対応が可能であり、かなり安価かつ既存住宅に
も施⼯可能である。ところが、「転倒」については基礎杭等の設置が必要となるため、対策費⽤が⾼
額になるだけでなく既存住宅の補強についてはほぼ不可能であり、全⾯的な建替えが必要となる。
以上のことから、「倒壊」と「滑動」については現実的な対策を家屋側で実施可能であるため、この 2
分類については居住誘導区域に設定してもよいと考えられる。 

なお、浸⽔深が深すぎると⾼い家屋を増築するのは現実的ではないため、浸⽔深はたとえば 2 階
以下としておくことが望ましいと考えられる。 

以上をまとめると、「命を守るための対策が現実的に実施可能な地区」として居住誘導区域に設
定してもよいと考えられるのは、想定最⼤規模洪⽔による氾濫が発⽣したとしても、①浸⽔深が深く
ないこと（2 階以下など）、②家屋倒壊等氾濫想定区域における「河岸侵⾷」のおそれがないこと、
③家屋倒壊等氾濫想定区域における氾濫流による「転倒」のおそれがないこと、のいずれの条件を
満たすことが必要である。これらの条件については、氾濫⽔が到達するまでに時間的余裕がある等、
⽴退き避難を実施できる可能性が⾼い場合には緩和することも可能と考えられる。また、「氾濫を減
らす」対策の進展により浸⽔深や家屋倒壊等氾濫想定区域が変化するため、定期的な⾒直しが必
要である。 

この基準に基づいて、床上浸⽔する地区、氾濫流による「倒壊」、「滑動」のおそれがある地区を
居住誘導区域に設定する場合は、浸⽔しない⾼さの避難スペースを設置するとともに、「倒壊」のお
それがある地区においては、柱を太くする、筋交いを⼊れる等により、建物構造を強化することを、「備
えて住む」対策として推奨すべきである。 

 

 
図 3-2-12 居住誘導区域と災害危険度との関係 
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図 3-2-13 家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）の判定基準 

 
表 3-2-1 家屋倒壊等氾濫想定区域の被害分類別の対策 

 
 

 
図 3-2-14 居住誘導区域の設定の考え⽅と「備えて住む」対策としての推奨案 

 
 



100 

 

最後に、「安全に逃げる」対策である。 
宇治川流域においては、「命の危険がある⼈」が現状で 1 万⼈近くもいるにもかかわらず、浸⽔深

以上の⾼さの建物がほとんどない。伊野地区⾃主防災会連合会と枝川地区⾃主防災会連合会の
両会⻑が⾃ら⺠間ビル所有者らと交渉し、浸⽔深以上の⾼さの避難場所の確保を進めている。通
路等を除外した⾯積は、伊野地区では 9,100 ㎡、枝川地区では 6,900 ㎡を確保している。1 名
あたり 3.3 ㎡で計算すると、合計約 4,800 名が避難可能となっており、アプローチ道路の確認等、
避難場所毎に詳細な確認は必要であるものの、短期間で⽴退き避難⼈数の半数の避難場所を確
保したこととなる。 

想定最⼤洪⽔発⽣のシミュレーションによると、本川が氾濫危険⽔位に達する約 5 時間前には宇
治川氾濫により国道 33 号の浸⽔深が 50cm に達する結果となっている。⼗分な余裕をもって避難
するためにはさらにそれよりも 3 時間程度は前から⽴退き避難を開始する必要がある。 
 

 
図 3-2-15 避難場所の指定 
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図 3-2-16 いの町における伊野地区⾃主防災会連合会の取組 

 

 
図 3-2-17 いの町における安全に逃げる取組 
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図 3-2-18 仁淀川本川と宇治川氾濫の時系列分析と、⽀川の流域治⽔の必要⽣ 
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２－４．流域治⽔３⽅策の特性を活かした組合せ 
 
⽬標達成のためには、３⽅策の特性を活かして効果的に組合せていくことが必要となる。 
まず、「氾濫を減らす」対策は、治⽔の根本とも⾔える対策であり、実施すればするほど効果は確

実に発揮されていくが、効果の出やすさは地形特性に依存するという特徴がある。ただし、予算上の
制約等、⼯事の完成までには⽐較的時間を要するとともに、⼯事内容等について地域の理解・協
⼒が不可⽋となっている。 

次に、「備えて住む」対策は、まちの耐⽔化と⾔い換えることもできる。我が国ではこれまでまちの耐
震化が進められてきたが、流域治⽔の概念の下で今後はまちの耐⽔化を進めることが求められる。こ
の対策も効果は確実に発揮されるが、まち全体が安全になるまでには⾮常に⻑い期間を要すること
になる。さらに、地域住⺠の率先した取組が必須であり、経済的な観点から進まないおそれも⾼い。
しかしながら、建築基準法を改正した昭和 56 年（1981）から約 40 年をかけて、住宅の耐震化
を 87％まで上げてきた（平成 30 年（2018）の推計値「住宅・建築物の耐震化率のフォローアッ
プのあり⽅に関する研究会 とりまとめ参考資料 令和２年５⽉」より）ことに鑑みれば、まち全体の
耐⽔化（複数階化、構造強化、安全地区への誘導等）も、これから数⼗年かければ実現は不可
能ではない。 

最後に、「安全に逃げる」対策は、命を守る最後の砦である。避難が完璧にできれば命を守ること
はできるが、効果の発揮は不確実であり、発災時の状況に⼤きく依存する。⽐較的短期間で避難
計画をとりまとめたりすることは可能だが、その実効性については検証することが難しい。地域住⺠には
⾮常に⾼い意識と⾏動⼒が求められ、繰り返しの意識啓発や訓練が必要にもなる。これまでの⽔害
においても逃げ遅れた⼈が犠牲になる事例は後を絶たないことからも、避難のみに依存していては犠
牲者ゼロを達成することはできないであろう。 

被害分析に基づき、「氾濫を減らす」、「備えて住む」、「安全に逃げる」という流域治⽔の 3 ⽅策
のそれぞれの⻑所を活かして効果的に補完するように組合せる。このことにより、逃げ遅れた場合で
あっても被害に遭わないよう「命の危険がある場所・建物に住む⼈」を可能な限り減らし、解消しきれ
ない「命の危険がある⼈」には「安全な避難場所・避難路」を確保する。また、この分析は「氾濫を減
らす」→「備えて住む」→「安全に逃げる」と⼀⽅通⾏で実施するのではなく、双⽅向のやりとりが必要
となる。例えば「安全に逃げる」対策を分析した結果、「近隣の避難場所が不⾜しているため、⼤量
の避難⾏動要⽀援者が遠⽅へと⽴退き避難せざるを得ない」というような状況が判明した場合、当
該地区の浸⽔深を浅くするための「氾濫を減らす」対策の集中実施や、当該地区の複数階化を進
める「備えて住む」対策の重点化を実施し、その効果を勘案した上で「安全に逃げる」対策を改めて
検討する。このように 3 ⽅策を活かし合いながら総合的に組み合わせていくことを⽬指す。 
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図 3-2-19 流域治⽔における各対策の特性と相互補完 

 

 
図 3-2-20 ⼤規模洪⽔時に犠牲者を出さない流域を⽬指して 
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図 3-2-21 ⼤規模洪⽔から犠牲者ゼロを⽬指す検討の⼿順 
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Ⅳ これまでの経緯 

１．仁淀川⽔系流域治⽔協議会 開催経緯 
 

 「仁淀川⽔系流域治⽔協議会」は、令和２年８⽉より令和４年３⽉現在まで８回開催し、
議論を重ねている。 

本協議会の資料および議事録等は⾼知河川国道事務所の HP にて公表している。 
http://www.skr.mlit.go.jp/kochi/committee/ryuikitisui.html 
 
開催経緯は以下の通りである。 
 

表 4-1 仁淀川⽔系流域治⽔協議会 開催経緯 
 開催⽇ 備考 

第１回 令和２年 ８⽉ ６⽇  

第２回 
令和２年 ９⽉ ９⽇ 

        〜１７⽇ 
（持ち回り開催） 

第３回 令和２年１１⽉２6 ⽇  

第４回 令和３年 ２⽉ ８⽇   

第５回 令和３年 ３⽉２３⽇ 
「仁淀川⽔系における流域治⽔の
推進⽅針」【第１版】とりまとめ 

第６回 令和３年 ６⽉ 3 ⽇  

第７回 令和３年１２⽉２３⽇  

第８回 令和４年 ３⽉２５⽇ 
「仁淀川⽔系における流域治⽔の
推進⽅針」【第２版】とりまとめ 
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２．部会の開催 
 

令和３年３⽉に公表した「仁淀川⽔系における流域治⽔の推進⽅針【第１版】」を具現化すべ
く、⽀川（地域）毎・分野毎の部会を設置し、この部会において個別の議論を進めることとした。部
会は構成員の発議により開催し、その内容を協議会に報告するものとしている。 

仁淀川においては、主に⽀川毎の部会を設置し、これまで 30 回開催している。 
 

表 4-2 部会開催実績 
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図 4-2-1 伊野地区・枝川地区⾃主防災会連合会との意⾒交換(左) 

⼟佐市⽴蓮池⼩学校との意⾒交換(右) 
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３．関連会議 
 

仁淀川では、流域治⽔協議会以外にも、様々な会議が開催されている。これらの会議で議論さ
れる内容は、互いに関連することが多く、会議間・参加者間の密な連携と情報共有が⽋かせない。 

以下に仁淀川⽔系流域治⽔協議会に関連する会議をまとめる。 
 

３－１．仁淀川流域学識者会議 
 仁淀川流域学識者会議は、河川法に基づき、仁淀川⽔系河川整備計画（以下、「河川整備
計画」という）の策定や変更、河川整備計画策定後の進捗確認（点検）、事業評価等を実施す
るものであり、仁淀川流域に関して学識経験を有する 10 名の委員からなる。 
 令和 3 年 12 ⽉ 1 ⽇に開催した「第 3 回 仁淀川流域学識者会議」においては、これまでの流
域治⽔の議論を踏まえ、気候変動に対応するため治⽔計画の検討を開始することが確認された。 
 

 
図 4-3-1 仁淀川流域学識者会議 
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３－２．仁淀川清流保全推進協議会  
仁淀川清流保全推進協議会は、仁淀川の清流再⽣を⽬指すための指針として策定した「仁淀

川清流保全計画」（以下「計画」という。）を、流域住⺠、団体、事業者及び⾏政等が連携して、
共通認識のもとで、計画を具体的に推進していくために設置するものである。仁淀川流域の住⺠、
団体職員、学識経験者及び関係⾏政機関の職員等 12 名の委員をはじめ、計画の推進に関し、
取組の実施団体や実施箇所等の必要な検討を⾏うための５部会（上流域部会、中流域部会、
上⼋川川流域部会、下流域部会、河⼝域部会）及びテーマごとに取組の検討を⾏う３つのワーキ
ンググループ（⼦どもたちを川へ呼び戻す、川本来の⽣態系を取り戻す、美しい景観を保全する）に
より組織されている。 

令和 3 年度は、仁淀川流域の学校に配布する「調べ学習ハンドブック」の作成に着⼿し、仁淀川
について学べる講座及び講師の情報収集を⾏った。情報の中には、インフラツーリズムに関する学習
内容（案）も含まれており、今後の治⽔対策の理解促進が期待される。  

 

 
図 4-3-2 仁淀川調べ学習ハンドブック作成に係る調査票（左）・ハンドブック案（右） 

  

仁淀川調べ学習ハンドブック作成に係る調査票（11月18日（木）締め切り）

１．講師（回答者）の基本情報

名前

所属

電話番号

メールアドレス

謝金

２．対応可能な講義・体験活動について、ご記入ください。

講座可能分野 対象者 実施場所 実施時期 概要 講座・体験内容
講座・体験内容

のねらい
準備物

名前

所属

講座可能分野

講座可能分野

□必要　　　　　　　　　　　　　　□不要

※別添資料の「概要」、「進め方」、「ねらい」、「準備物」ご参考に、できるだけ具体的にご

記入ください。

３．「１」の講師のほかに環境学習等に協力してくれそうな方がいらっしゃいましたら、以下に記入してください。

　　※複数名紹介いただける場合は、同調査票をコピーして対応くださいますよう、お願いします。

□水生生物　□植物　□地質学　□歴史・文化　□水質
□河川ごみ　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
※対応可能な分野すべてに☑を入れてください。

[送付先] ⾼知県林業振興・環境部 ⾃然共⽣課
                 ⿊岩（FAX：088-821-4530）⾏
メールアドレス：seiryu@ken.pref.kochi.lg.jp

□⽔⽣⽣物
□植物
□地質学
□歴史・⽂化
□⽔質
□河川ごみ
□その他（  ）

※対応可能な分野すべて
に☑を⼊れてください。

□小学生低学年

□小学校高学年

□中学生

□高校生

※該当箇所に☑を入れ

てください

□教室

□河原

□その他

　（　　　　）

※該当箇所に☑を入れ

てください

川のいきものについて学ぼう （座学）

川のい きものが どこにいて、何を食べている か、
グループワークで意見を出し合いながら、学びを

深める。

概 要

■ 瀬や淵など、生息する 生物が異なる ことを 理
解し、川の 環境の多様性が 生物の多様性に

関わりが あることを理解する 。

■ 「 食べる、食べられる 」という食物連鎖の関係

性を理解し、生物は生態系の主要な構成要

素であることを理解する。

ね ら い

小学６年生　理科

(3 )  生物と環境

　生物と環境について 、動物や植物の生活を

観察したり、資料を活用したりする中で、生物

と環境との関わり に着目して、それらを 多面
的に調べる活動を 通して、次の事項を 身につ

けることができるように指導する。

ア　次のこ とを理解する とともに、観察、実験

などに関する技能を身に付けること

(ｱ)  生物は、水及び空気を通して周囲の環

境と関わって生きていること。

(ｲ)  生物の間には、食う 食わ れるという関

係があること。

(ｳ)  人は、環境と関わり、工夫して生活して

いること

イ　生物と環境について追究する中で、生物

と環境と の関わり について、より 妥当な考

えをつくりだし、表現すること

参 考 ： 学 習 指 導 要 領

・模造紙　　・付箋紙　　・プロッキー（太・細）

・紙コップ

準 備 物

教室（ 可能で あれば、事前にガサガサを実施）

実 施 場 所 等

１　良い川はどんな川？（3 0 分）

進 め 方

１

・模造紙の中央に川を描き、周りに良い川だと思うものを描いていく。

　川やその周辺にいる生物の名前を 付箋紙に記入し、いると思う 場所に貼っていく。

・グループ発表（ 各チーム２分程度）

・模造紙に貼った生物の名前を紙コップに貼り、食べられる生物の上に食べる生物の紙コップを 重ねて、

ピラミッドを作る。

　なお、このとき生物が思い浮か んだ場合は、付箋紙にその生物の名前を書いて、紙コップに貼り 、追加す

る。

・それぞれのグループが 作ったピラミッドを基にしながら、講師が 解説を行う 。

２　生物のつながりを考える（30 分）

３　生物にと っても良い川はどんな川？（2 0 分）

・紙コップに貼った生物の名前が 書かれた付箋紙を模造紙にもう一度貼り 直す。

・講師の解説を参考にそれぞれの生物にとって必要となる環境を描き加える（ 絵での表現が難しいよう で

あれば、付箋紙にキーワードを書いて貼る。

・できあがった模造紙と１で描いたものとの違いについてグループで話し合い、発表する（ 各チーム３分程

度）

別添資料
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Ⅴ 今後の進め⽅ 
 
令和 2 年度は、流域治⽔協議会を⽴ち上げ、途中で参加メンバーを追加しながら流域内の主

体の参画を拡⼤し、仁淀川⽔系における流域治⽔の推進⽅針をとりまとめた。被害分析の精度を
向上させ、避難計画についての⽅向性を⽰すとともに、洪⽔危険度に関する半⽇程度先の⾒通し
情報の提供を試⾏した。また、仁淀川流域学識者会議、仁淀川清流保全協議会など、⽇⾼村⽔
害に強いまちづくり審議会など、流域治⽔に関する様々な検討会議が本格始動した。流域学識者
会議において「これまでの流域治⽔の議論を踏まえ、気候変動に対応するため治⽔計画の検討を
開始する」とされ、⽇⾼村やいの町で治⽔を考慮したまちづくりの気運が⾼まっていることから、令和 4
年度からは治⽔とまちづくりを総合的に勘案した具体的な検討に⼊っていくこととなる。 

「あらゆる主体が治⽔に参画する」という概念である流域治⽔は始まったばかりではあるが、着実に
その歩みを進めている。今後も流域治⽔協議会を継続して開催するとともに、流域治⽔を推進する
ための分析・議論・情報発信を積極的に実施することで、流域治⽔の実効性を⾼めていく。関係す
る各検討会でも流域治⽔を念頭に置いた議論がなされていることを踏まえ、令和 4 年度からは関係
検討会の代表者にオブザーバーとして流域治⽔協議会に参画を求めることで、流域治⽔協議会を
核としながら関係検討会での専⾨的な議論との連携を深めていくこととする。 

 
 
 
  



112 

 

仁淀川⽔系 流域治⽔協議会 名簿 

 機関 役職 
構成員 ⾼知市 市⻑ 
構成員 ⼟佐市 市⻑ 
構成員 いの町 町⻑ 
構成員 仁淀川町 町⻑ 
構成員 佐川町 町⻑ 
構成員 越知町 町⻑ 
構成員 ⽇⾼村 村⻑ 
構成員 ⾼知県 危機管理部⻑ 
構成員 ⾼知県 農業振興部⻑ 
構成員 ⾼知県 林業振興・環境部⻑ 
構成員 ⾼知県 ⼟⽊部⻑ 

構成員 林野庁 
四国森林管理局 
嶺北森林管理署⻑ 

構成員 森林整備センター ⾼知⽔源林整備事務所⻑ 
構成員 気象庁 ⾼知地⽅気象台⻑ 
構成員 国⼟交通省 ⼤渡ダム管理所⻑ 
構成員 国⼟交通省 ⾼知河川国道事務所⻑ 

オブザーバー 農林⽔産省 
中国四国農政局 
洪⽔調節機能強化対策官 

オブザーバー 四国電⼒株式会社 ⾼知⽀店 技術部 次⻑ 

オブザーバー 仁淀川流域学識者会議 ⾼知⼤学教育研究部 
⾃然科学系理⼯学部⾨ 教授 

オブザーバー 仁淀川清流保全推進協議会 ⽔⽣⽣物研究家 
 


